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              平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度    岡山県包括外部監査結果報告書岡山県包括外部監査結果報告書岡山県包括外部監査結果報告書岡山県包括外部監査結果報告書    概要概要概要概要    

                                                                                                                                                                                                                                

            包括外部監査人 井 上  信 二 

ⅠⅠⅠⅠ    包括外部監査の概要包括外部監査の概要包括外部監査の概要包括外部監査の概要    

１ 監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項及び第 2 項に基づく包括外部監査 

2 選定した特定の事件（テーマ） 

   外郭団体の財務事務の執行及び経営管理について 

3 事件（テーマ）を選定した理由 

平成 24 年 3 月 31 日現在、包括外部監査人が法的根拠により監査可能な岡山県の外郭団体は 38 団体であ

る。各外郭団体は産業の振興や福祉の増進等、県施策の推進のために設立された団体であり、県行政の補完

的、代替的な役割を担っている。 

 しかし、外郭団体を取り巻く環境は平成 19 年の地方財政健全化法の成立、平成 20 年の公益法人改革関連

三法の施行などの影響等で大きく変化している。また、少子高齢化・環境問題・リーマンショックに端を発する世

界的な金融経済危機等、経済情勢も激しく変化しており、外郭団体に対する県の関与のあり方が問われ、自律

的な法人運営が求められている。 

 このような状況のなか、県では団体自体のあり方や団体への関与のあり方について、抜本的に見直しを行うこ

とにより、県民サービスの向上と団体の健全な運営確保に努める責任を果たすため、「外郭団体改革プラン」を

作成し、①必要性 ②健全性 ③自立性 ④透明性の４つの視点から外郭団体に対する行財政改革に取り組ん

でいる。 

  県の「外郭団体改革プラン」実行後の外郭団体の現状に対して、県民の視点からの更なる見直しの必要性な 

 どの検討を行うとともに、外郭団体の財務事務の執行及び経営管理について意見を述べることは意義の大きい 

 ことと考え、今回の外部監査テーマに選定した。 

4 監査の対象期間  

平成 23 年度における執行事務（自平成 23 年 4 月 1 日 至平成 24 年 3 月 31 日） 

ただし、必要に応じて過年度及び平成 24 年度の一部についても監査対象としている。 

5 監査の対象とした外郭団体とその所管部署  

別紙１のとおりである。 
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6 主な監査手続  

事業全般、委託契約の執行管理、会計処理、資産・資金管理、その他具体的なリスクを念頭において、関係

者への質問、関係書類、帳票類等の閲覧、突合等を実施し、実態を調査・分析・検討した。 
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ⅡⅡⅡⅡ    監査の結果及び意見（監査の結果及び意見（監査の結果及び意見（監査の結果及び意見（総括総括総括総括））））    

    

本年度の包括外部監査を実施した結果、県の外郭団体において発見された指摘内容及び意見の件数は次

のとおりである。 

  

対象外郭団体数 

発見事項件数 

指摘内容 意見 合計件数 

38 団体 106 件 106 件 212 件 

   

以下において、これらの発見された指摘内容及び意見をリスクの種類別に整理分類して総括的意見を述べ 

る。 

これらの発見事項は、直接的には個別の外郭団体に対するものであるが、同時に各外郭団体を統括する県に

よる管理・指導が徹底されていなかったことも意味する。本報告が外郭団体の健全な運営と行政サービスの向

上に繋がることを期待する。 

 

  （１）事業全体の有効性及び効率性が失われるリスクについて 

 

(ⅰ) 現在は、必要性が乏しくなっている、あるいは規模の縮小が必要と思われる行政サービスを継続して

いないか。 

(ⅱ) 事業目的を有効かつ合理的に達成しておらず、事業が非効率となっていないか。 

 

（総括的意見）                 

  ① 県はこれまでに財政構造改革の一環として外郭団体の見直し基準を策定し、外郭団体の統廃合などの見直

しを行っている。しかしながら、包括外部監査人が実際に外郭団体の現場に赴き、事業の状況の詳細を聴取し

たところ、当該外郭団体における設立当初からの事業環境は既に変化しており、現在は客観的にみれば必要

性が乏しいあるいは意義が薄れていると考えられる事業の一部が、規模の縮小等、再編がなされず継続されて

いると考えられる事例がみられた。 

また、事業再編等が必要な状況には至っていないものの、財務的数値に基づく十分な中長期経営計画が策

定されておらず、事業目標・行動目標を掲げるにとどまるため、仮に事業環境の変化が生じつつあったとしても、

適時に組織が進むべき方向性の再検討が行われず、環境の変化に即応する経営の弾力性が損なわれていな

いか懸念を抱かざるを得ない事例がみられた。 

 

② 中小企業金融円滑化法が平成 25 年 3 月末に最終延長期限を迎えることになるが、円滑化法の期限終了は、

中小企業者に対する金融の円滑化政策を担う外郭団体に大きな影響がでることが懸念されるため留意を要す

る。 
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③ 県の緊縮財政により外郭団体への補助金・負担金等の削減が進むなかで、県による財政支出への依存度

が高いままとなっており、将来事業運営が困難になることが懸念され、自主財源の確保が急務でありながら、将

来の財源確保のための有効な施策が打ち出せていないと思われる事例がみられた。 

 

④ 受益と負担の関係の観点からも課題がみられた。施設等の利用者が一部地域の住民等に限定されており、

受益と負担の関係の不均衡が顕在化している事例がみられた。また、県費により建設された施設でありながら、

県内の利用者と県外の利用者の料金体系に差がない施設や、中国・四国地区全域というように、広域な便益提

供することを目的として県が主導して設立した施設について、設立後長期間経過しているが現在においても年度

の補助金等の事業運営資金を県が単独で負担しており、他県に対して負担を求める姿勢が十分でないと考えら

れる事例がみられた。 

 

  （２）業務の有効性及び効率性が失われるリスクについて 

 

(ⅰ) 業務に重複、非効率が生じていないか。 

(ⅱ） 預金、有価証券等の資産運用に失敗し、決算の修正が必要となっていないか。 

(ⅲ) 単年度主義の弊害に陥り、中・長期的な目標計画を持っていない状況にないか。事業環境の変化に有

効な対応策を打ち出せているか。将来の財源確保に不安が生じていないか。 

(ⅳ) 事業毎に適切に配分された予算を策定しているか。 

(ⅴ) 債権管理が適切に行われていないために、債権の回収漏れや遅延等が生じていないか。 

 

（総括的意見） 

① 各外郭団体の事業運営について多くの課題がみられた。 

3Ｅの視点,すなわち経済性（Economy）、効率性（Efficiency）、有効性（Effectiveness）の観点から監査を実施

したが、民間事業者や他の自治体における外郭団体等の事例と比較して、経営努力が十分とはいえず、改善

の余地があると考えられる事例が多くみられた。 

 

② 外郭団体が管理運営する施設の利用度が明らかに低い水準にありながら、活性化のための有効な施策が

打ち出されていない、あるいは、民間事業会社であれば当然行っていると思われる営業努力や創意工夫が不

足していると思われる事例がみられた。 

施設の利用率を向上させるためには、県と外郭団体が一体となって施策を講じる必要がある。外郭団体の経

営者は創意工夫と構成員の意識改革等による地道な努力が必要であり、県は運営を担う外郭団体任せにせず、

重要かつ効果が大きいものであれば投資資金を出すという県の姿勢、成果に対する誘因など経営の仕組み作

りが重要である。外郭団体のなかには、経営者による創意工夫がなされている団体もあったが、外郭団体全体と

しての優良・成功事例の蓄積と分析・情報の共有の仕組みが十分でない点で改善の余地があるものと考える。 
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③ 指定管理者制度の活用は、公の施設について民間事業者等が有するノウハウを活用することにより、住民

サービスの質の向上を図ることにあるといえるが、無条件に修繕費を指定管理料とは別に支給する旨を定めて

いる事例がみられた。緊張感を持って事業運営にあたらせるべきである。 

 

④ 財団等の資金運用に関して、定款及び資金運用規程によれば確実な有価証券または可能な限り高い運用

益が得られる方法で運用するとされているものの、仕組債を購入し多額の含み損が生じている事例がみられた。   

また、そもそも有価証券運用規程等の方針自体を策定していない事例もみられた。県は、外郭団体が投機性

の高い金融商品を購入することがないよう、資金の運用形態を安全性の高い銘柄に限定する旨を定めた有価

証券運用規程等の明確な方針を策定するよう指導を徹底すべきである。 

 

  （３）財務報告の信頼性が担保されないリスクについて 

 

(ⅰ) 適切かつ有用な情報を県民に十分に公開できていないため、判断を誤らせる虞はないか。 

(ⅱ) 決算手続に関して適切な承認がなされているか。また、必要な検証がなされているか。 

 (ⅲ) 会計処理において、適用すべき法令、基準等を遵守して、適切な財務書類が作成されているか。 

(ⅳ) 必要不可欠な帳簿等がなく、作成した財務書類の信頼性が低下していないか。 

(ⅴ) 規程等の不備により、財務報告に関する情報の適切性ないし業務の適切性が損なわれていないか。 

  

 （総括的意見） 

① 県の外郭団体において一般に公正妥当と認められる会計処理がなされていない事例や諸規程の整備がで

きていない事例が多数みられた。 

 

② 資産の大半で含み損を抱える外郭団体においては、会計基準上は開示することを義務付けられていないも

のの、含み損を事業概要で積極的に開示することが望ましいものと考える。 

 

③ 県民に対しアンケートを随時行っているが、その結果について特に情報公開していない事例がみられたが、

説明責任を果たす姿勢として十分でない。 

 

④ 県より業務の委託を受けた外郭団体は、県に対し決算報告を行うことは当然であるが、実際には支出が当

初の委託契約額より多く発生しているものの、費用超過分を自己負担として処理し、所管課への報告は委託見

積と一致させて決算報告している不適切な事例がみられた。 
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（４）事業活動にかかわる法令等の遵守や資産の保全がなされないリスクについて 

 

(ⅰ) 重要な機密情報が漏洩しない体制が構築されているか。 

(ⅱ) 法令違反の事実が生じていないか。 

(ⅲ) 公印等の印章管理が徹底されず、紛失または不正利用されていないか。 

(ⅳ) 現金や現金同等物の管理が徹底されず、紛失や横領に繋がる虞はないか。 

(ⅴ) 自己所有あるいは県が保有する資産の現物管理が適切でなく、紛失または不正使用される虞はない

か。 

（ⅵ) 老朽化や損壊の虞のある資産の適切な更新投資や修繕を行っておらず、事故等の発生や住民サービ

スが低下する虞はないか。 

(ⅶ) 審査手続が不十分なため、不利な契約を締結したり、契約内容に齟齬を生じる虞はないか。 

 

（総括的意見） 

① 県が行う発注工事の一部について予定価格の積算業務を受託する外郭団体が、このような重要な機密情

報を扱うにも関わらず、当然構築されてしかるべき情報漏洩を防止するためのセキュリティ関連の内部統制が構

築されていない事例がみられた。 

 

② 法令遵守について、取締役会は 3 箇月に 1 回以上開催される必要があるが、開催されていない事例、取締

役に対する報酬額が、株主総会でも、取締役会でも決議されていない事例、事業計画及び予算の承認が、事

業年度の開始後となっており、寄附行為に違反している事例がみられた。 

また、ガバナンスの観点から、団体の規模に比して非常勤取締役員数が 9 名以上と多く、取締役会が形

骸化し迅速な意思決定ができるのか懸念の余地が残る事例も多数みられた。 

 

③ 一般に、自治体ならびにその外郭団体において、小口現金や固定資産・備品等の現物管理体制が構築さ

れていないことが原因で、資産の横領・不正使用等が発生しマスコミ等で報道される事例が後を絶たない。本年

度の監査の過程において資産の横領等の不正は発見されなかったものの、資産の管理体制が十分でなく、資

産の横領等が懸念される状況や、帳簿や現物実査などが行われておらず、仮に不正が生じたとしても発見され

ない、あるいは発見が遅れる状態にあると考えられる外郭団体が多数みられた。外郭団体において、そもそもど

のような内部統制を構築すれば、資産の横領等が未然に防止できるのかに関しての知見が十分でない可能性

もあり、県はこれらの整備を外郭団体任せにするのではなく、定期的に研修等を開催するなど早急に指導を行う

べきものと考える。 

県の外郭団体においても、金額的に重要な生産物について数量管理ができていない事例、領収証の連番管

理がなされておらず、窓口納付された会費がすべて回収されているかどうか確認することができない事例、物品

台帳が作成されていない、あるいは物品や図書の棚卸が実施されていない事例、外郭団体が使用する県有財

産について、資産管理が十分でない事例、所管部局や外郭団体側も既存の施設の耐震工事が必要であるかも
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しれないという認識がありながら、耐震診断も実施されていない事例がみられた。 

 

④ 審査体制について、審査を行った事実は認められるが、具体的にどのような事項を審査したのか審査チェッ

クリスト等の作成・保管がない事例がみられた。 
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ⅡⅡⅡⅡ    監査の結果及び意見（各論）監査の結果及び意見（各論）監査の結果及び意見（各論）監査の結果及び意見（各論）    

１． 社団法人岡山県総合協力事業団（以下「同法人」という。）    

（１）指摘内容 

①賞与支給 

賞与について 6 月と 12 月に支給しているが、会計上は現金主義で計上している。 

発生主義会計に基づき、支給対象期間により期間帰属の状況に応じて引当計上が必要である。 

 

②投資有価証券の計上区分 

固定資産に計上されていた公債、社債のうち 70,592 千円については、一年以内に償還日が到来することから、

企業会計基準に従い流動資産に計上すべきであった。 

 

（2）意見 

①指定管理料に付随した修繕費 

県との指定管理に関する包括協定書において、修繕費を指定管理料とは別に支給する旨を定めている。これで

は、指定管理者制度を導入した効果を十分検討することができないのではないかと考える。 

今後は、同法人に修繕にかかる費用負担を課して施設管理を行い、責任を持って指定管理者として事業運営に

当たるように、指定管理者に関する協定自体を見直す必要があるものと考える。 

 

②中長期経営計画の策定 

中長期経営計画について、資金計画の概要は作成されているものの、財務ベースでの予算管理及びそれを補

完するための行動計画ができていなかった。今後は中長期経営計画のもとに予算を作成し、それを実績と対比す

ることにより必要な対策を講じるなど、健全な事業運営を行っていく必要がある。 

 

③小口現金の管理 

小口現金のうち、プール施設にかかる釣銭として平成 24 年 3 月度において 448 千円が残高として計上されてい

た。しかし、プールの開催期間は平成 23 年度においては、7 月 15 日から 8 月 31 日までであり、期末である 3 月末

においては閉館されており、プール釣銭として別途管理する必要はないものと考えられ、適時に預金に振り替える

必要があったものと考える。 

 

④用地補償技術業務委託事業 

用地の補償技術業務について、県で予定価格を設定しているが、業務量を詳細に工数管理して積算したもので

はない。県は当該事業にかかる業務量を適切に見積り、適正な価格で積算し委託料を決定し、同法人はその実績

を報告することが適当である。 
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⑤県有資産の管理 

 競技関連用具等の多くの県有財産を使用しているが、日常使用時に点検を行うに留まり、十分な管理を行ってい

ない。本来、県有財産は県に管理責任があり、固定資産の現物確認、管理は県が行うべきであるが、長期にわたり

貸与されている同法人においては、同法人が十分管理し県に対し報告する義務が生じていると考える。そのために

同法人は、県有財産についても管理規程を定め、台帳管理を行い、定期的な実査等により資産の現状を把握する

ことが必要であるものと考える。 

 

 

２． 学校法人吉備高原学園（以下、「同法人」という。） 

（１）指摘内容 

①財務状況の開示 

私立学校経常費補助金交付要綱第 8 条第 2 項によると、「補助事業者は、補助金の公共性に鑑み、財務状況の

開示など情報公開に努めなければならない。」とされているが、同法人は決算書等の財務状況の開示を行っていな

い。要綱に則して開示すべきである。 

 

（２）意見  

①収入確保 

定員割れにより収入が大幅に減少して平成 22 年、23 年度は当期正味財産増減額も△72,995 千円、△147,459

千円と大幅な減少となっており、学生数の確保が必要である。同法人は不登校など従来の学校になじめなかった

生徒も積極的に受け入れているが、こういった生徒のみを受け入れている学校という誤った認識を一部に持たれて

いるようである。同法人は、いろいろな生徒を幅広く受け入れる学校であることを周知する必要があり、広報のあり方

に工夫が必要であるものと考える。 

また、パンフレットや文字媒体のみではその良さが伝わりにくく、実際に学校に足を運んでもらえるような取組をさ

らに実施していく必要があるものと考える。 

 

 

３． 井原鉄道株式会社（以下、「同会社」という。） 

（１）指摘内容 

①高架下貸付業務 

同会社は高架下の土地を貸し付けており、管理は井笠鉄道株式会社に委託している。高架下貸付業務委託契

約書には井笠鉄道株式会社に対して支払う委託料金は「高架下貸付に係る使用料（徴収すべき金額）から同会社

が別に定める金額を控除した額」とあるが、現状は実際に回収した金額（未収分を除く）に対して契約上の割合をか

けた金額を委託料として支払っている。よって、貸付料が未収となり仮に貸倒れた場合には、同会社の損失となる。
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現状は滞納されている貸付料を未収金として把握しておらず、貸倒引当金も設定されていない。往査日現在未収

が 27 件で約 70 万円存在していることから、滞留状況を同会社としても把握して、回収に向けて努力するとともに、

会計処理上、未収金に計上し、併せて貸倒引当金を設定すべきである。 

 

②貯蔵品の棚卸 

棚卸実施要領が作成されておらず、各箇所の担当者が 1 人で調査している。棚卸実施要領を作成し、さらに調

査間違い防止のためにも 2 人以上で調査することが望まれる。 

 

③譲渡性預金の表示   

投資有価証券には譲渡性預金が含まれていた。譲渡性預金は有価証券として貸借対照表の流動資産の部に

計上すべきである。 

 

④貸倒引当金の設定 

貸倒引当金の設定にあたり法人税法上の法定繰入率を使用しているが、同会社は法定繰入率を使用すること

はできない。貸倒実績率を算定し、貸倒引当金を設定する必要がある。 

 

⑤取締役会の開催 

会社法では、取締役会は 3 箇月に 1 回以上開催される必要がある旨が定められているが、同会社では、頻度及

び回数を満たしていない。 

 

⑥一括償却性資産 

同会社では、一括償却性資産を固定資産ではなく長期前払費用に計上している。一括償却性資産は固定資産

に計上し、決算書である計算書類の個別注記表も修正すべきである。 

                                              

（２）意見  

①人材の確保 

同会社は貸地管理を井笠鉄道株式会社に委託しており、平成 10 年の委託契約締結以来、同一の担当者が担

当しているとのことである。しかしながら、この担当者以外に借地人との過去の経緯や貸地周辺の状況等を掌握し

ている者がおらず、今後とも貸地事業を円滑に実施する観点からは不安定な状況にある。貸付管理業務の内製化

も含めて、他に業務を行える人材を確保しておくことが望ましい。 
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４． 株式会社吉備高原都市サービス（以下、「同会社」という。） 

（１）指摘内容 

①テナントからの預り水道光熱費の処理 

テナントからの預り水道光熱費を売上に計上している。しかし、当該水道光熱費はテナント負担分を同会社がま

とめて支払っているにすぎない。また同様に同会社の販売費及び一般管理費にはテナント負担分の水道光熱費も

含まれている。テナントからの預り水道光熱費については、預り金として処理するか、販売費及び一般管理費の控

除として処理すべきである。 

 

②貸倒引当金の計上 

同会社では、貸倒実績がないが法定繰入率で貸倒引当金が計上されている。貸倒実績に基づいて引当計上す

べきである。 

 

③取締役会の開催 

取締役会は 3 箇月に 1 回以上開催される必要があるが、会社法で定められている取締役会の頻度及び回数を

満たしていない。 

 

（２）意見  

①さんさん広場の活性化の方策  

  一般に広場は、周辺施設に集客力があってこそ、利用料金を支払ってでも利用する価値がでてくるものである。 

周辺施設が活況を呈すればおのずと広場の利用も向上するはずである。たとえ交通の利便性が悪く、周辺の店

舗の活況はなくとも十分に繁盛している店舗の事例は一般に数多くみられる。吉備高原都市のセンター区全体の

活性化のために、まずは業務商業ビル（きびプラザ）へ個別に集客力のある店舗を誘致し、現状は衣食住のため吉

備高原都市の外へ向いている住民の足が都市の内部へと向くように全力を尽くすべきである。 

  また、同会社は、平成 25 年度から 5 年間の指定管理者として選定され、広場の施設の利用促進策を多く提案し

ている。利用促進策は指定管理者として同会社が再選定された根拠の一つとなったものと考えられ、担当所管課

はこの利用促進策の実行を促進するよう努力されたい。 

 

 

５． 岡山空港ターミナル株式会社（以下、「同会社」という。） 

（1）指摘内容 

①中長期経営計画の策定 

企業が責任ある事業運営を行う上で中長期経営計画の策定は必須のものである。また単年度の予算書は、この

中長期経営計画を達成させるために策定されるものである。これらの一連の事業管理、予算管理構造が同会社と
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して構築されていない。 

 

②税効果会計 

税効果会計を適用していない。早急に税効果会計を適用する必要がある。 

 

③預金残高の妥当性の検証 

平成 24 年 3 月末時点における預金残高の内、銀行から入手した残高証明書と不一致なものがあった。 

このような差異が生じていること自体、残高証明書との突合を失念したものと考えられ問題である。 

 

④有価証券の時価評価の算定 

平成 24 年 3 月末時点における時価評価している投資有価証券残高の内、銀行から入手した残高証明書と不一

致なものがあった。有価証券の時価の検証においても有価証券の保有先金融機関から入手した残高証明書との

突合は、必須の作業でありその突合を失念したものと言わざるを得ない。 

 

⑤固定資産の除却漏れ 

固定資産台帳に計上されている固定資産に関して、実際の資産現物は無く除却漏れがみられた。 

除却漏れを防止するため固定資産の実査についてマニュアル等を作成し、それに従い実査を行っていく必要が

あるものと考える。 

 

⑥関連当事者取引に関する注記 

関連当事者との間に取引があり、それが重要な取引である場合には注記により開示することが会社計算規則第

140 条に定められている。日本政策投資銀行からの借入残高 514,120 千円については開示対象であったが注記さ

れていない。今後は、開示対象となる取引について正確に把握し、十分に検討されたい。 

 

 

６． 一般財団法人岡山県国際交流協会（以下、「同協会」という。） 

（１）意見 

①県による指定管理者制度の事例分析の必要性 

施設の利用率を向上させるには、指定管理者の創意工夫と構成員の意識改革による地道な努力、そしてそれを

支える投資資金の裏付け、成果に対する誘因など経営の仕組み作りが重要であるものと考える。 

同協会は、公益法人改革に関して収益事業である貸館業務が大半であることから公益法人の認定は受けず、一

般財団法人に移行しつつも非営利性が徹底された法人（営利型非分配法人）として法人税の軽減措置を受け、ま

た同協会の利用率向上で得た余剰資金を分配することなく、同協会の魅力向上や国際交流事業に投下する好循

環が生まれているものと考える。 
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県は、歳出削減のための指定管理料の減額志向だけではなく、指定管理者の経営モデルの成功事例として同

協会の分析を行い、それを基に誘因を設定し利用料金制による収益増加メリットを追求して、制度運用の有効性を

高めるべきと考える。 

 

 

７． 公益財団法人岡山県環境保全事業団 

（１）指摘内容 

①貸倒引当金の計上 

産業廃棄物処理処分料金等の売掛金残高のうち、回収懸念債権が発生しているが、貸倒引当金が計上されて

いない債権が 8,833 千円あった。 

 

（２）意見 

①ゴルフ勘定の減損の検討 

平成 23 年度末の貸借対照表に計上されているゴルフ勘定及びゴルフ関連固定資産の合計額は 453 百万円で

あるが、ゴルフ事業は固定資産投資額を上回る回収が見込める状態になく、営業活動から生じる損益が継続して

損失となることから減損処理の検討が必要であるものと考える。 

 

②随意契約 

現在管轄内の 4 カ所の建設残土センターの管理運営について、特定の民間事業会社と数年間にわたり随意契

約を行っていた。随意契約により締結する理由を、新たに別会社と契約を締結した場合、新規の管理事務所の設

営及び重機の搬入コストが生じるためとしていた。 

しかしながら、一般競争入札とした場合には予定価格に対する落札率の下落の余地も考えられるため、契約を

切り替えた場合に生じる費用と落札率の下落による契約額の減少を検討の上、経済合理性の観点から一般競争

入札の導入の可能性について検討すべきである。 

 

 

８． 公益財団法人岡山県郷土文化財団（以下、「同財団」という。） 

（１）指摘内容 

①特別分配金の会計処理方法 

保有する有価証券のうち投資信託 3 銘柄について、平成 20 年度より平成 23 年度で総額 106 百万円の特別分

配金を受け取っているが、受取利息として計上している。特別分配金は預貯金の利息等とは異なり、投資資産の純

資産から支払われるものであるため、元本の払い戻しの性格を有する。よって、特別分配金を受領した際は、当該

金額だけ取得原価を減額する必要がある。 
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（２）意見  

①固定資産の現物管理 

固定資産を実査する要領やマニュアルは特になく、実査した証跡等も特になかった。固定資産の実査について

マニュアル等を作成し、それに従い実査を行っていく必要があるものと考える。 

 

②アンケート調査方法の見直し 

同財団は、犬養木堂記念館及び岡崎嘉平太記念館の指定管理者として、毎年アンケート調査を実施している。 

平成 23 年度における犬養木堂記念でのアンケート調査結果の回答数は 248 名、岡崎嘉平太記念館でのアンケ

ート調査結果の回答数は 51 名で、回答者数が比較的少なくなっている。これは、いずれの調査も各施設で行われ

る企画展の際にアンケート調査用紙を配布する方法で実施しているのみであるからと推察される。 

指定管理者制度が導入されている「公の施設」についてアンケート調査を実施するのは、利用者ニーズに柔軟な

発想で対応することで、より質の高いサービスの提供が期待されるからであるが、このような少ない回答者数に基づ

く分析では、当該期待の達成は困難となってしまうものと考える。 

また、各施設のアンケート内容は性別、年齢、住所、来館頻度、職員対応、施設管理、満足度の項目について

であるが、これら項目での調査のみでは利用者ニーズを十分に掴めない可能性もあり、より具体的な要望を引き出

すようなアンケートの工夫が望まれる。 

両施設におけるアンケート調査の方法及び内容について検討を実施することにより、利用者ニーズを施設運営

に反映できる体制を構築すべきであるものと考える。 

 

 

９． 財団法人岡山シンフォニーホール（以下、「同法人」という。） 

（１）意見 

①一般会計と特別会計の人件費の区分 

同法人は、指定管理事業のほか 2 つの自主事業を運営しそれぞれ特別会計を設けている。①芸術鑑賞や音楽

芸術振興のための公演時会場設営やチケットセンターにおけるチケット販売業務等の運営事業（岡山シンフォニー

ホール特別会計）と②岡山フィルハーモニック管弦楽団の事務局運営事業（岡山フィルハーモニック管弦楽団運営

事業特別会計）である。 

人件費については、チケットセンター（友の会）に配属された者の人件費を①の特別会計に、岡山フィルハーモ

ニック管弦楽団の事務局に配属された者の人件費を②の特別会計に計上し、それ以外の管理業務や自主文化事

業の企画業務に係る人件費は一般会計に計上している。 

ところが、①や②の事業においても経理業務やホールの管理運営・企画業務等に関する財団内部のサービスは

受けており、これらのコストは、同法人の事業部別の執務時間を集計し、この執務時間に応じて原価配分をするな

どして特別会計にも配賦させるべきであるが、同法人では現在までのところこのような原価計算は行われておらず、

適正に配賦する方が望ましいものと考える。 
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②施設の利用度の向上策 

シンフォニーホールの貸出予約は向こう 1 年 3 ヶ月前から受け付けているが、施設利用者の活動実績を分析し、

定番催事の企画時期を狙いダイレクトメール発信することや商工会議所等を通じた民間事業者への広報活動など

同法人側から利用を促進する提案を行うなど、能動的な営業活動を強化すべきである。 

 

 

１０． 公益財団法人岡山県体育協会（以下、「同協会」という。） 

（１）指摘内容 

①中長期経営計画の見直し 

同協会は平成 18 年度から平成 27 年度までの 10 か年間を計画期間として『財団法人岡山県体育協会競技力向

上計画「GOLD PLAN OKAYAMA」』を策定している。中長期経営計画はその状況に応じて随時見直されるべきも

のであるが、現状ではそのままとなっている。今後は中長期経営計画のもと予算を作成し、毎年の事業の執行状況

を対比することにより、計画に沿った事業展開や予算確保ができているかどうかを検証し、その後の事業に反映す

るルールを明確にする必要があるものと考える。 

 

②中長期経営計画の財務数値化 

同協会が策定していた長期経営計画は行動計画としての中長期経営計画であり、それを財務数値に置き換え

た中長期経営計画は策定されていなかった。そのため、事業としての取組の方向性は分かるものの、同協会の事

業運営としての長期的な損益の予測及びキャッシュ・フローの予測は策定されていなかった。公益性の高い財団で

あるとはいえ、組織として維持存続、発展するためには行動に伴った損益とキャッシュ・フローの状況の把握は必要

である。今後は長期の行動計画を策定すると同時にそれを財務数値に置き換えて、それらを両輪として事業運営

に資する計画とする必要がある。 

 

③補助金交付申請等の日付 

県へ補助金の交付申請をするに際して、起案日と申請日及び交付決定日が４月１日付であるが、同協会内にお

ける決裁日がそれよりも遅い４月４日付となっており、書面上、事後承認になっている例がみられた。厳格な審査の

実施について疑念を持たれないためにも、意識を徹底していく必要がある。 

 

（２）意見  

①玉野スポーツセンターの料金設定 

玉野スポーツセンターの宿泊施設等に関して、県内利用者と県外利用者とに料金の差が設けられていない。同

協会の設立目的が岡山県下における体育・スポーツの普及振興を行うことであることから、県内利用者と県外利用

者の料金設定については差を設けるなどして県内利用者に対して優遇した措置をとるべきと考える。 
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②玉野スポーツセンターの大規模修繕 

玉野スポーツセンターの建物等の施設は、かなり老朽化しているために同協会においても大規模修繕の必要性

を認識している。これらの大規模修繕が具体化され、かつ会計上引当金の計上要件を満たす場合は、修繕引当金

等の適当な科目により計上する必要がある。 

また、この大規模修繕負担が巨額のものになると推測されることから、当該事業の継続性そのものについて検討

する必要が生じている。今後はこの状況も踏まえて、事業運営に努める必要がある。 

 

③固定資産の現物管理 

固定資産について、要領やマニュアルは特になく、実査した証跡等が残されていなかった。管理の客観性を持

たせる観点から、固定資産の実査についてマニュアル等を作成し、それに従い実査を行っていく必要がある。 

 

 

１１． 財団法人児島湖流域水質保全基金（以下、「同法人」という。） 

（１）指摘内容 

①理事会の開催時期 

同法人の寄附行為によると、「この法人の事業計画及び予算は、理事長が作成し、その事業年度開始前に理事

会の承認を得なければならない」とされているが、平成 23 年度の事業計画及び予算は、事業年度が開始した後の

平成 23 年 6 月の理事会で承認されており、寄附行為に違反している。事業計画及び予算の承認が事業年度開始

後になされているのは大きな問題であり、寄附行為に定められているとおり、事業年度の開始前に承認を得るべき

である。 

 

②監事の選任 

同法人の監事は、設立以来、吉備中央町長と児島湾土地改良区理事長が就任している。監事の職務は、理事

の職務遂行を監督することであるから、理事とは異なる知見を求められるが、同法人においてはこのような見地から

人選された形跡がない。制度上本来的に求められる人選を行うことが望まれる。 

今後、公益法人に移行することを想定しているとのことであるから、少なくとも 1 名は実質的に財務・会計に関する

知見を有する者を選任すべきである。 

 

③補助金 

財団法人岡山市公園協会が行う「相生川周辺『浮き花壇』普及推進実証事業」に、平成 23 年度の水質浄化実

践活動助成金 1,300 千円が支出されている。しかしながら決裁文書には水生植物を利用した水質浄化に関する

“研究”報告書が添付されており、この事業が水質浄化“実践”活動に当たるものであることの具体的な説明はなさ

れていなかった。本来、事前の申請段階で研究活動のみならず水質浄化実践活動として優れているか否かを判断

すべきである。また、事後的な対応としては、水質改善効果の有無やその程度に関する報告を適切に求めるべきで
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ある。 

 

④通帳・印鑑の管理 

同法人の通帳及び銀行印は、同法人の総務課長を兼任する県環境管理課副課長が施錠可能なロッカーに保

管している。少なくとも通帳と銀行印は別人物が保管するようにすべきである。 

 

（２）意見 

①同法人職員に就任している県職員の執務管理 

同法人の職員は、「職務に専念する義務の特例に関する条例」第 2 条第 3 号及び「職務に専念する義務の特例

に関する規則」第 2 条第 2 号の規定により、無報酬であること及び本務の遂行に支障をきたさないことを条件に、県

の所管課の職員が従事している。 

職務専念義務免除の申請を行う際には従事予定時間を申告しているが、実際の従事時間が把握・報告されて

いない。執務の実態把握の観点からも従事実績時間の報告をすることが望ましい。 

 

 

１２． 財団法人岡山県福祉事業団（以下、「同法人」という。） 

（１）指摘内容 

①賞与支給 

賞与について 6 月と 12 月に支給しており、かつ、会計上は現金主義で計上している。発生主義会計に基づき、

支給対象期間により期間帰属の状況に応じて引当計上が必要である。 

   

②退職給付引当金 

退職給付引当金のうち、給食事業にかかる職員に対する部分について 9.6 百万円の引当不足が生じていた。今

後十分に注意されたい。 

 

③修繕積立預金の計上 

平成 23 年度において、特定資産として修繕積立預金が 20 百万円計上されているが、その算出根拠となる個別

具体的な修繕内容と金額については計画されていない。見積計上するための根拠資料を十分に整備すべきであ

る。 

 

④中長期経営計画の財務数値化 

行動計画はあるが、それを財務数値に置き換えた中長期経営計画が作成されてない。そのため、事業としての

取組の方向性は理解できるものの、事業団の事業運営としての中長期的な損益の状況及びキャッシュ・フローの状

況は不明であった。 
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中長期的な視野に立った福祉事業のあり方を取り入れた経営計画を構築する必要があり、そのために今後は、

行動計画を策定すると同時にそれを財務数値に置き換えて、それらを両輪として事業運営に資する計画とする必

要がある。 

 

（2）意見  

①岡山県総合福祉会館の耐震診断 

福祉会館は、昭和 51 年に建設され現在まで外壁等を補修しながら存立している。しかし、現在の建築基準法上

の耐震性が確保されているか確認するために、県などの所有者で協議の上、早急に耐震診断を実施する必要があ

るものと考える。 

 

②大規模修繕計画 

大規模修繕の工事内容についてリストアップされてはいるものの、修繕工事にかかる金額及び実施時期等につ

いて見積もられていなかった。資金計画を含めた修繕計画を立てるために修繕について優先順位をつけて実施時

期及び実施金額を把握する必要がある。 

 

③福祉会館に入居している団体との負担関係 

福祉会館に入居し事業を行っている団体に対しては、同法人は公益事業を支援する目的で賃料は無料とし、共

益費だけを徴収している。共益費は、同法人が福祉会館全体においてかかる光熱費等を積算したものを、各入居

者に対して入居面積に応じて負担させ請求している。 

しかし、入居に関しての賃貸借契約上、その負担関係は特に詳細にはなっていないことから、賃貸借契約書に

おいて入居者との負担関係を明確にすることが望ましいと考える。 

 

④債権区分及び債権管理 

滞留債権が発生した場合の債権区分の基準とその区分に応じた債権回収管理の方法が規定されておらず、不

測の事態が生じた場合の事前準備ができていない。不測の事態に備えた事前準備としての規程等の整備が必要

と考える。 

 

⑤貸付事業 

貸付事業について、平成 21 年度からの新規貸付件数及び新規貸付額が少数、少額に留まっており、貸付事業

そのものの事業価値について疑問の余地が残ると言わざるを得ない。 

申込件数の状況から、この融資形態自体の必要性及び有効性について十分に議論を行う必要性があるのでは

ないかと考える。例えば、直接融資だけでなく民間金融機関に融資自体は委ねて、利子補給等の支援を行ってい

くことも一法であるものと考える。これらあらゆる選択肢の検討を含めて改めて検討し直す必要があるものと考える。 
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⑥事業団としての事業のあり方 

同法人は、福祉会館の管理運営を主たる事業としているが、福祉事業団である以上、単に施設の管理運営に留

まるべきではないと考える。岡山県において障害者に対する支援事業等をはじめとした福祉事業全般に対する支

援事業の拡充及び事業展開を行っていく必要があるのではないかと考える。そのためには、県との相互補完的な

協力関係の中で、今後の福祉事業について十分議論を重ねていく必要があり、中長期的な視野に立った福祉事

業のあり方、強いては同法人の存在意義を明確にしていく必要があるものと考える。 

 

⑦助成事業 

同法人が行っている助成事業について、現状助成の申込段階における審査等いわゆる事前審査については、

審査会等十分審査がされているが、助成後の効果の検証等についての事後段階における検討が十分行われてい

なかった。 

現状では実績報告を助成先より提出させているが、今後はそれに加えて当初目的との適合性や満足度調査の

アンケート等の収集等により、その助成の目的の達成度について、一定の資料を提出させ、それらをもとに審査検

討を行う必要があるものと考えられる。 

 

⑧施設貸与事業（会議室等） 

同法人では福祉会館内の大ホール及び会議室について一般利用者に貸与を行い、収入を得る収益事業を行

っているが、収支は支出超過となっている。本来、当該収益事業によって収益獲得することにより事業団の人件費、

事務費等の固定費を賄うことや、余剰資金を福祉事業に活かすことで、事業団の財政的基盤とすべきところ現状で

は厳しい状況にある。 

  今後大ホールの稼働率の向上に積極的に取り組む必要があり、ホールを利用する見込みのある団体に定期的

な利用をアプローチするなどの利用促進のための新たな取組が必要である。 

また、利用料金についてもその金額は昭和 51 年に設定されたものを基準として消費税の導入、税率の変更によ

る調整がされていただけであり、実質的には長年見直しは行われていない。事業存続のために適切な利用料金の

設定について検討されたい。 

 

⑨財産の運用規程の策定 

財産の運用について安全資産により運用する方針であり、定期預金及び国債によるもののみで構成されている

が運用規程として定められておらず、資産の運用リスクについての検討、承認と責任のルール化がされていない。リ

スク管理とガバナンスの観点から運用規程を策定する必要があるものと考える。 

 

 

１３． 財団法人岡山県健康づくり財団（以下、「同財団」という。） 

（１）指摘内容 
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①図書の管理 

同財団では、管理している図書は約 5,300 冊であるが、台帳管理をしていないため、正確な冊数や図書名は把

握できていない。図書の台帳管理、連番管理を実施し、年度末に棚卸をするなど管理を徹底されたい。また、廃棄

基準も設けられておらず、かなり古い図書も棚に並んでいる状態である。   

そもそも、県民に広く健康に関する知識を深めてもらうことが目的となっていることから、日々医学が進歩する中、

古くなった図書を置いておくことは、かえって県民に誤った知識を与えることになる恐れもある。よって一定の廃棄基

準を設けるべきである。 

現状では新しい図書の購入は医師やスタッフからの希望があれば購入しているとのことであり、専門書に偏って

いる。定期的に新書購入検討を実施し、必要に応じて新書を追加すべきである。 

また、図書資料室はセンター利用者の動線から外れており、存在がほとんど知られていない。図書資料室の存

在を利用者にわかりやすく伝え、利用を促進すべきである。 

 

②スポーツ医学部門の受診者数 

同財団では特殊な機器を用いて筋力測定及び運動負荷試験を受けることができる。しかし高額機器にもかかわ

らず利用者が少なく、有効に利用されているとは言い難い。このような特殊な機器の需要が少ないこともあるが、こ

れらの機器が健康づくりセンターにあり、どのような検査ができるのかということが十分に認知されていないと考える。 

広報活動の一層の努力が求められる。  

 

③委託費 

建物維持管理業務委託について、委託費が継続的に引き下げられていることから、決裁書では、同財団の随意

契約の要件の一つである「時価に比して有利な価格で契約することができる見込があるとき」に該当するものとし、

随意契約としているが、そもそも他社との比較ができていないため、「時価に比して有利な価格」で契約することがで

きるか否かを判断できない。目標の年限を定めて仕様書を作成し、可能な限り速やかに入札を実施すべきである。 

                                                 

（２）意見  

①食鳥検査事業の補助金 

食鳥検査事業の補助金は、食肉業者のコスト負担能力が低減した際に、条例で検査料を1円/羽値下げしたこと

による財団の収入減少を補うために導入されたとのことである。そうであるなら、定額補助ではなく、例えば検査羽

数に応じて支給する等、補助形態を検討すべきである。 

 

②給与体系のあり方 

給与規程において、地域手当が給料及び扶養手当の月額合計額の 3％（医師は 8％）支給されることとされてい

るが、県内にしか事業拠点がなく、県内の地域性に配慮した手当としては、寒冷地手当（該当者がいないため、現

在は支給実績がない）が設けられている。地域性を反映させるための手当としては、地域手当を設けておく必要性

が乏しい。地域手当については廃止の検討をすることが望ましい。 
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③岡山県難病相談・支援センター事業委託 

県から受託している、岡山県難病相談・支援センター事業の仕様書において、職員を配置するにあたって、「あ

らかじめ管理責任者を定めておくとともに、患者等に対する必要な知識・経験等を有しており、特定疾患医療従事

者研修を修了した保健師等又はこれに相当すると岡山県知事が認める専任の難病相談・支援員を 2 名以上配置

する」とされている。同財団において配置されている 2 名のうち、1 名は平成 23 年度の、1 名は平成 22 年度の研修

受講者であった。 仕様書において研修受講時期の定めはないものの、必要な専門的知識を有するものを配置す

ることを担保するための条項であることから、毎年度受講をさせ、知識を更新しておくことが望ましい。 

 また、県担当部局においては、仕様書で受講時期や頻度を明示することが望ましい。 

 

④会議室の利用状況 

同財団では会議室の貸出しを行っている。しかし利用回数が少なく、有効に利用されているとは言い難い。会議

室の利用促進及び、利用がない時の会議室を有効に利用する方法を検討されたい。 

 

 

１４． 公益財団法人岡山県生活衛生営業指導センター（以下、「同法人」という。）    

（１）指摘内容 

①専務理事に対する報酬 

常勤役員である専務理事に対して扶養手当、調整手当、時間外手当が支給されている。 

公益認定を受ける際に常勤理事が必要との観点から経営指導員を専務理事に選任した経緯があり、経営指導

員としての立場ではあるが、法人の役員でもある専務理事に時間外手当を支給するのは不適切であると言わざるを

得ない。自主財源を確保するための方策等も検討の上、専務理事に対する報酬のあり方を改善すべきである。 

 

②規程の改定 

職員給与規程によると、扶養手当は扶養親族のある職員に対して月額 13,500 円を支給することとされているが、

監査対象期間における実際支給額は月額 13,000 円であり、規程と実態とが乖離している。 

今後は規程改定の要否を定期的に見直し、適時に改定することが必要である。 

    

（２）意見  

①試験研修センター業務協力事業特別会計の事業費 

試験研修センター業務協力事業特別会計の消耗品費の中に山陽新聞の購読代 36 千円が含まれている。購読

代を特別会計で処理している理由は、山陽新聞を購読することによって、当該事業にかかる情報収集を実施して

いるためとのことである。しかし山陽新聞は一般紙であり、山陽新聞を購読することが必ずしも管理理容師・管理美

容師資格認定講習会の実施業務に係る情報収集と直結するものではない。山陽新聞の購読代に関しては特別会

計ではなく一般会計で処理すべきであったと考える。 
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②経営特別相談員にかかる謝金の支払基準 

同法人は経営特別相談員に対して、取扱い 1 件当たり 1,000 円の謝金を支払う。１件当たりの謝金額は、全国生

活衛生指導センターが作成している「特別相談員研修会経費の単価表」における受講者、センター職員の旅費

1,000 円/人 （一律支給の場合）を参考に決定しているとのことである。 

しかしながら、謝金額決定に関する基準は作成されていない。恣意性が介入することのないよう謝金額決定に対

する考え方や 1 人当たりの上限額等について基準を設ける必要があるものと考える。 

 

③賛助会費の徴収 

生活衛生営業事業者で構成される 13 の組合から同法人への賛助会費を徴収している。従来、会費は慣例とし

て（40,000 円+50×組合員数）として計算されていたが、明文の規定は定められていなかった。支払時期についても

同法人に保管されている賛助会費の計算資料には入金は年 4 回である旨が記載されているものの、その通りに納

入している組合は皆無であった。公益認定に伴い会費の計算根拠は規定化されたが、納付時期については「指導

センター所定の方法により納入しなければならない」とされているのみである。納付時期についても組合との合意に

より具体的に定めることが望ましい。 

    

④自主財源の確保 

同法人は、平成 23 年度決算で収入の 79.6％が補助金であり、補助金に対する依存度が高い。今後、主体的に

事業を継続するためには自主財源を増加させることが必要であり、そのためには標準営業約款の普及啓発を消費

者・事業者の双方により一層進め、主たる事業収益源である営業者の登録を促進することが望まれる。  

また、標準営業約款登録業者については、振興事業貸付資金（生活衛生資金貸付）で運転資金を借入する場

合、基準金利に比べて 0.4％低い利率が適用されるが、パンフレットではこの点が明示されていない。 

事業者向けには、標準営業約款登録することによる金利低減メリットを定量化して説明し、登録に伴うコスト（登録

料、保険料等）と比較しやすくすることにより、加入促進を図れるよう検討されたい。 

 

 

１５． 財団法人岡山県動物愛護財団（以下、「同財団」という。）    

（１）指摘内容 

①小口現金の管理 

小口現金出納手続について、日々の現金残高の検証が行われていないが徹底すべきである。また、収支を記録

する出納帳も作成されていないが作成すべきである。 

 

②販売物品の管理 

同財団では、首輪やリードなどの物品を販売している。しかし、一部の商品を除き、物品台帳はなく、さらに棚卸

も実施していない。よって、販売代金の紛失や着服が存在しても発見できる体制になっておらず、また物品の盗難
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等も発見しにくい体制となっている。物品毎の台帳を作成し、払出しと受入れを管理すると共に、年度末には棚卸も

実施すべきである。 

 

③図書管理 

同財団では、愛護館において 1,500 冊を超える図書を管理している。これらの図書は自由に閲覧できると共に、

動物愛護組織の会員に対しては貸出しも行っている。貸付図書については台帳管理を行い、返却が遅れているも

のについては督促を行うことで紛失を防いでいる。しかしながら、自由に閲覧できる状況から図書が紛失又は盗難

にあう可能性は否めない。同財団では図書をすべて図書台帳に記入しており、図書に番号をつけて管理している

ことから、棚卸も実施可能と考える。少なくとも年に 1 度は図書の棚卸を実施し、図書の管理を徹底すべきである。 

 

④水道光熱費等 

同財団は、岡山県動物愛護センター内の数か所の施設を使用して業務を実施している。岡山県動物愛護センタ

ーの施設は県が保有しており、施設で発生する水道光熱費は岡山県が全額負担している。しかし、同財団が施設

を使用して業務を実施していることから、適正な損益管理のためには費用を按分して認識すべきである。 

 

⑤事業報告書の報告事項 

公益事業の動物愛護推進事業として同財団が取り組んでいる事業の内、犬・ねこの譲渡会として収容された犬・

ねこの中から、人に順応できる犬・ねこについて希望者に譲渡した頭数を記載しているが、記載に誤りがあった。 

誤りの原因は、動物愛護センター施設内にある県の出先機関である所管課が、直接県内のボランティア団体等

に譲渡した数も含めて、同財団の譲渡数として報告していたことによる。 

多様な経路により動物の命が救われることは動物愛護のためにも好ましいが、同財団の事業報告には同財団の

事業にかかる分だけを報告すべきである。 

 

⑥譲渡犬・ねこの追跡調査 

譲渡しようとする犬・ねこについては、譲渡の前提条件として共に譲受後の不妊措置が前提となっている。また、

犬においては狂犬病予防法に基づく予防注射も義務化されている。そして、譲渡後一定の期限を設けて譲受人か

ら実施報告を受けている。 

平成 23 年度までは、この実施報告についての管理を動物愛護センター内にある県の出先機関が管理していた

が、平成 24 年度より同財団が引き継いで管理していくことになった。 

平成 23 年度の実施報告の確認状況を平成 24 年度においても引き続き行った結果、報告が来ていない件数が

少ないとはいえない状況にある。これらの未報告対象者に対しては早急に対応を求める必要がある。 

長期間にわたり未報告という事象が生じた場合には、個別案件ごとに経過報告書を作成し、時系列にて対応が

整理されている資料の作成をしていく必要があるものと考える。 
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（２）意見  

①ドッグラン施設の運営 

動物愛護センター内にあるドッグラン施設について、現状では無料で利用者に開放されている。利用者は、概ね

県内利用者が大半であるが、県外からの利用者も一部ある。この施設は、県が所有し、維持管理を同財団が受け

持っていることから、その利用料金については料金設定を県が実施している。しかし、県所有施設を利用させてい

る以上、県外利用者の利用料金についても無料で良いのかという点については検討が必要ではないかと考えられ、

同財団としても、県に提案するような姿勢も必要であるものと考える。 

 

②財団の自主財源確保 

現状では、同財団は収益のほとんどが県からの委託料で賄われており、同財団独自の自主財源はほとんどない。

県の行政改革において今後も相当の支出削減が予想され、同財団がこのまま県に対する依存度が高いまま事業

運営を継続していくことは、将来困難を伴うものと考えられる。このため、同財団として維持存続、発展していくため

には、自主財源の確保を急ぐ必要がある。しつけ教室等の各種講習会や上述のドッグラン施設の有料化等、現状

では無料で行っている事業に対して自主財源確保の観点から有料化を検討していく必要があるものと考える。 

 

③動物ふれあい活動 

津山市内の動物病院と協力して、病院で動物ふれあい活動を独自事業として実施している。しかし、同財団の

設立目的が県民に対して動物愛護の精神を広く普及し、地域社会に寄与するために存在していることに鑑みれば、

津山市内だけでなく県全域において同様の活動を行っていく必要があるものと考える。そのため、今後は県との連

携のもと、年間スケジュール等の作成・実施を検討していくべきであるものと考える。 

 

④事業活動別管理 

同財団が行う事業活動について、費用面においては事業別に分類しているものの、収益面においては事業別に

分類されていないために、事業ごとの損益の状況が分かる資料がない。自主財源の確保も含めて同財団が今後存

続していくためには、各種事業の損益状況を勘案して、事業運営のための意思決定を実施していく必要があると考

えられ、そのためにも同財団の事業運営に資する管理会計の観点からの事業別損益管理を行っていくべきである

ものと考える。 

 

⑤同財団の啓蒙事業 

同財団の設立目的の中には、「動物を愛護する精神を広く社会に普及し、生命尊重の意義の高揚を図る」ことが

含まれている。同財団の現状の活動は動物のしつけや動物とのふれあい、動物の譲渡会等であるが、同財団にお

いて、そもそも処分される動物が発生しないよう、生命尊重を広く啓蒙していくことも望まれるものと考える。小学生

等に対し、動物とのふれあいの機会を提供しているが、その際に無責任に動物を飼うことがないような啓蒙活動を

実施されることも期待される。 
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⑥譲渡会のための飼育及び譲渡会のあり方 

保護された犬・ねこのうち、性格や年齢、健康状態等を加味し、条件を満たしたものは、譲渡のために飼育されて

いる。しかし、飼育できる頭数は、設備の関係上限られており、飼育場所が満杯の場合には譲渡条件を満たしてい

る犬・ねこも処分されているのが現状である。譲渡数を増やし、助けられる命を増やすことが必要である。同財団で

は譲渡会を開いているが、譲渡会で犬・ねこの譲渡を受けられるのは県民に限られている。 

県民以外でも譲渡を受けられることとすれば、譲渡される犬・ねこは増加し、飼育施設から短期間で犬・ねこが譲

渡されていくことにより、飼育場所の問題により処分される犬・ねこの命を救う可能性が増えるものと考える。近隣の

県の同様の施設と連携をとり、お互いに協力することにより適合件数を増やす努力をすることが望まれる。 

こういった県単位での活動は、県の所管課の業務となっており、動物愛護の普及等の活動のための十分な発言

権が同財団には与えられていないのではないかと思われる。今後については、県に対し同財団からも提案を実施し

て、本来の動物愛護の普及等の活動の幅を広げるべきである。現状の施設も、環境を十分に生かし切れていない

のではないかと考えられる点もあり、改めてアイデアを募り、施設を有効に利用し啓蒙活動に励むことが期待され

る。 

 

 

１６． 社会福祉法人健康の森学園（以下、「同法人」という。） 

（１）指摘内容 

①市町村に対する訓練等給付費請求事務 

適切な訓練等給付費請求を行うためには、日々の障害者等の施設の利用者を正確に把握・報告することが重要

であるが、これに関連する内部統制について以下の点で不備がみられる。 

（ⅰ）施設利用者は、タイムカードに施設の入退出時間記録を打刻し、利用者名簿（サービス提供記録表）に施設

を利用した旨の確認の押印あるいはサインをすることになっている。施設利用者が印鑑を紛失しないためとし

て、職員が利用者全員の印鑑を預かっている。しかしながら、訓練等給付費の不正請求を防止するためには、

適切な方法とはいえない。施設利用者が各自保管するなど改善すべきである。 

 

（ⅱ）訓練等給付費請求事務を適正に遂行するためには、上記タイムカードの入退出時間記録と利用者名簿（サー

ビス提供記録表）並びに市町村へのデータ送信結果の一致を当然確認すべきであるが、これらの記録の確認

がなされていない。 

 

（ⅲ）施設利用の当日連絡によるキャンセルの場合、利用者本人や家族等への連絡調整その他の相談援助と記録

が請求要件とされている。しかしながら、帳簿（ケース記録票）上欠席事由は記載されているが、いつ欠席連絡

が来たのかの記録が十分ではなく、欠席時対応加算の判断の根拠となる記録としては不備である。記録の徹

底が望まれる。 
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②退職金規程の改定 

同法人は、職員の退職金制度として独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済及び社

会福祉法人岡山県社会福祉協議会の岡山県民間社会福祉事業者共済の二つの共済に加入している。 

各共済における規約の改定があるものの、同法人の退職金規程の改定はなされないままとなっており、共済規約

との不整合がみられた。規程の改定を適時に行うべきである。 

                                                  

（２）意見  

①就労継続支援事業における生産物の個数管理の必要性                 

就労継続支援事業の一環として、知的障害者の方々は、物品の生産活動に従事している。これらの生産物は、

地元の農協、施設への来園者や職員、施設内イベントにおいて販売され、障害者自立支援法等に基づき、販売収

益は必要経費を控除した上で従事者に工賃や賞与のかたちで全て配分される。 

しかしながら、年間販売収益は千数百万円にのぼる一方で、生産分の個数管理は行われていない。 

まず、農協等への販売委託の際、生産物をいくつ引渡したのか払出個数が記録されていない。このため委託販

売先からの入金額や販売実績報告数との差数は在庫として残っているのか、廃棄されたか顛末が検証されていな

い。このため仮に販売数の過少申告や代金の横領が発生しても発見できないのが現状である。 

また、日々の生産数も把握されていない。園内販売において代金収受した職員は収益計上伺いを作成し、現金

と併せ事務局に自己申告しているのみである。生産物や販売代金の横領のリスクを防止する内部統制としては十

分ではない。 特に金額的に重要な生産物については数量管理を行うべきである。 

 

 

１７． 水島港国際物流センター株式会社（以下、「同会社」という。） 

（１）指摘内容 

①中長期経営計画の財務数値化 

同会社は、現状では中長期経営計画を立てていない。しかし、昨今の景気の低迷及び日中及び日韓関係の悪

化等による貿易関係への影響を考えた場合、今後水島港の取扱物量が減少する恐れもあり、その場合同会社の

業績に多大な影響を及ぼすことを考えれば、中長期経営計画がないことは事業展開を図る上では問題である。 

企業が責任ある事業運営を行う上で、中長期経営計画の策定は必須のものである。一連の事業管理、予算管

理構造が同会社として構築されていない。 

また、県の貿易や国内船舶輸送量を増やし水島港を活性化させることは、県としても重要課題であり、物量をい

かに増やすのかは同時に同会社の維持存続、発展のためには不可欠のものである。同会社はこの点を十分認識

して、県との連携をさらに密に取りながら中長期経営計画を立て、会社として一連の予算管理の徹底及びそのスキ

ームの構築を行っていく必要がある。 
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②施設賃貸部門売上原価の計上 

施設賃貸部門収入という売上に対応する売上原価が損益計算書上計上されておらず、現状では全て販売費及

び一般管理費に計上されている。 

科目の中身を精査し、売上原価として会計処理すべきものを把握し、しかるべき振替を行う必要があるものと考え

る。 

    

③固定資産の管理 

有形固定資産について、現状では管理規程は定められておらず、現有資産について実査が実施されていない。 

残高の実在性を担保する観点から定期的に実査する必要がある。今後は、固定資産の実査についてマニュア

ル等を作成し、それに従い実査を行っていく必要があるものと考える。 

 

（２）意見  

①取締役員数 

組織上取締役員の数が 12 人と規模の割に多いのではないかと考える。これは、形式的な役職の付与は組織運

営上好ましくなく、迅速な意思決定に疑問の余地が残る。規模に合った取締役員数で事業運営に取り組む必要が

あるものと考える。 

    

②県有財産の管理 

同会社では事業の重要資産であるガントリークレーンをはじめ、多くの県有財産を使用しているが、同会社による

資産管理が行われていない。本来、県有財産は県に管理責任があり、固定資産の現物確認、管理は県が行うべき

であるが、長期にわたり貸与されている同会社においても借受財産を適正に管理する義務があるものと考える。同

会社は二次責任を負い、使用者としての管理責任と報告を行う必要がある。そのために同会社は、県有財産につ

いても台帳管理を行い、定期的な実査により資産の現状を把握することが望ましいものと考える。 

 

③修繕計画及び投資計画 

中長期経営計画が作成されていないため、中長期的な視点に立った修繕計画も投資計画も策定されていなか

った。両計画とも、同会社の維持存続、発展のためには必要であり、また資金的手当てを見積もるためにも必要不

可欠なものである。また、同会社が今後も同程度以上のサービスの提供を継続していくのであるならば、施設の維

持管理のための修繕計画は必要であり、また、中長期経営計画を達成するために新規設備の導入等を行う必要性

が生じてくるのであるならば、投資計画も必要となるものと考える。そして、修繕計画を策定する中で会計上の引当

金の計上要件が揃うのであれば、修繕引当金等の科目により引当計上をする必要がある点に留意する必要がある

ものと考える。 
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１８． 岡山セラミックス技術振興財団（以下、「同財団」という。） 

（１）指摘内容 

①引当金計上 

 平成 23 年度末時点において、研究開発等引当金が 38,000 千円、機器修繕等引当金が 72,000 千円計上されて

いるが、これらは発生が当期以前の事象に起因するものではなく、またその計上金額についても合理的に見積られ

たものではないなど、引当金の計上要件を満たしていない。 

今後は引当金の要件に当てはめて計上の要否について検討する必要があり、研究開発等引当金については積

立金として計上すべきであるものと考える。 

 

②同財団の保有資産の管理台帳への記載 

30 万円未満の資産が固定資産管理台帳へ記載されていたり、30 万円以上の資産である放電プラズマ焼結装置

（取得価額：522,711 千円）が固定資産管理台帳に記載されていない等、ばらつきがみられた。 

 同財団保有の資産に関して、固定資産管理規程に合致した管理を行う必要がある。 

 

（２）意見  

①投資の状況 

同財団の資産のうち 150,000 千円が金利変動リスク、流動性リスクの高い仕組債で運用されている。このうち、

50,000 千円に関しては、時価情報の入手が困難として、毎決算期に時価情報の入手が行われていなかった。 

平成 24 年 3 月末における参考時価情報によれば、150,000 千円の投資有価証券に 43,566 千円の含み損が生

じており、この金額だけ資産が逸失していることになる。 

金利変動リスク等が高い資産に関しては、時価情報の入手を適時に実施し、含み損益の発生を確認するととも

に、今後はより安全性の高い資産での運用が求められるものと考える。 

 

②県有資産の管理 

岡山セラミックスセンターの施設内にある測定等のための機器等は、そのほとんどが県有資産である。精密な測

定や試験を行うために利用される機器であるためにその取得価額も高額になるものが多い。現状、これらの資産に

ついて定期的な現物実査を実施していなかった。 

多額の県有資産が施設内にある以上、同財団保有の資産の把握だけではなく、県有資産の把握についても積

極的に取り組むべきである。 

同財団においては、早急に定期的な現物実査のルール及び実施マニュアル等を策定し、県所管部局との協力

のもと県有資産の実在性及び陳腐化の程度等の把握に努める必要がある。 

 

③ 長期修繕計画の策定 

同財団において、建物等の長期修繕計画が策定されていなかった。 
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岡山セラミックスセンターは県有資産であるが、開所時期から 20 年以上も経過しており、近いうちに大規模修繕

が行われることは避けて通れないものと考える。 

これに対して、同財団は大規模修繕の程度、実施時期及び金額等を見積もっておらず、県所管部局に対して報

告していない。修繕の必要性に基づいた年次計画を提示報告する必要があるものと考える。 

 

 

１９． 倉敷ファッションセンター株式会社（以下、「同会社」という。） 

（１）指摘内容 

①現金管理 

同会社では、経理記帳担当が、現金実査も行っていた。記帳と資金管理担当は内部牽制の観点から別の担当

者とすべきである。また、実査結果が鉛筆で記入されており、後から書きかえることが可能な状態である。不正防止

の観点からボールペン等で記入することが望まれる。さらに、実査結果について上席者の確認もなされていない。

今後は、これらの内部牽制手続を構築すべきである。 

 

（２）意見 

①施設の稼働率 

  同会社における賃貸施設の稼働率は高いとは言い難い。同会社所有の建物部分であるが、累積損失を抱えて

おり、少しでも収益を上げるように努力すべきである。賃貸施設の稼働率を上げるべく、さらなる広報活動を実施す

べきである。 

 

 

２０． 株式会社オービス（以下、「同会社」という。） 

（１）指摘内容 

①取締役報酬の決定 

取締役報酬は、株主総会決議による限度額の範囲内で支給されているが、個々の取締役に対する報酬額は株

主総会でも、取締役会でも決議されていない。 

個々の取締役の報酬については、株主総会で決議するか、あるいは、取締役会で決議する必要がある。 

    

②譲渡性預金の表示方法 

    平成 24 年 3 月末時点で譲渡性預金を 362,580 千円保有しており、計算書類上「譲渡性預金」勘定で表示されて

いる。金融商品に関する会計基準に従い、「有価証券」勘定に含めるべきである。 
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③職務分掌規程の更新 

職務分掌規程と実際の組織体制に乖離が生じている。 

職務分掌規程は組織体制の基礎となるものであるため、組織体制の見直しが行われた都度、職務分掌規程の

見直しも随時行うべきである。 

 

④引当金計上 

平成 23 年度末時点において、システム保証引当金 73,054 千円、貸倒引当金 1,779 千円計上されている。 

システム保証引当金は、過去の保証実績に基づいて計上する会計方針が採用されているが、計算には過去の

保証実績等に基づかない数値が用いられていた。さらに、不具合を保証した実績はないとのことである。 

過去の保証実績に基づいて計上するという同会社の会計方針に従うと、システム保証引当金を計上することはで

きない。 

また、貸倒引当金は、貸倒実績に基づいて計上する会計方針が採用されているが、実際には法人税法上の法

定繰入率に基づいて計上されており、過去の貸倒実績等に基づかない計上方法になっていた。 

今後については、引当金の要件に当てはめて、計上の要否及び計上金額の妥当性について検討する必要があ

る。 

 

⑤県の委託事業 

県からの委託業務の一つであるテレポート岡山ビル管理業務における管理人業務には、同会社の職員が従事し

ている。県との委託契約の仕様書においては、管理人の「業務時間は原則として平日の午前 8 時から午後 5 時 30

分までとする。」とされているが、同会社の就業規則では定時が午前 9 時から午後 5 時 45 分までと定められている。 

管理人は、テナント各社の業務に支障が生じないように就業規則の定時よりも自主的に早く出勤しているとのこと

であるが、このような就業状況では、同会社の就業規則に照らして定常的に定時外勤務が発生する一方で、仕様

書の規定を遵守することが担保されているとは言い難い。 

同会社は、管理人としての業務時間を規定上明確に定めるとともに、業務時間に則した給与体系を立案すべき

である。 

 

（２）意見  

①固定資産管理規程の策定 

    平成 24 年 3 月 31 日現在、同会社は 54,941 千円の固定資産を有しているが、これに対する現物実査の頻度・方

法等を定めた管理方針を明文化していない。また、経理方針に関しても実務上の慣行として引き継がれているだけ

であり、明文化されたものはない。 

 固定資産に係る経理処理方法を明確化するとともに、固定資産管理を適切に行うためにも固定資産管理規程の

策定を検討すべきである。 
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②取締役報酬規程の策定 

取締役報酬規程が作成されていない。個々の取締役に対する報酬を、取締役会で決議することにした場合には、

取締役相互間のいわゆるお手盛りの弊害を排除するために、役職別の標準的な報酬や、取締役賞与を支給する

際の基準等を明文化しておくのが望ましい。 

    

③事業計画及び中長期経営計画の策定 

現在、3 月に開催される取締役会で翌期の事業計画が報告されているが、数値目標として売上目標が掲げられ

ているものの、利益目標は策定されていない。費用を管理する意味からも、少なくとも翌年度の利益目標は策定す

ることが望ましい。  

また、中期的な経営ビジョンについては、検討しているものの現在は計画書としては書面化されていない。計画

書として策定することが望ましい。    

    

④県の関与の必要性 

同会社の設立目的は、中小企業の情報化を支援するとともに、県民生活全般にわたる情報化の推進を図ること

であるが、前段の「中小企業の情報化を支援する」ことを達成するために手掛けられた直接的な事業である「受発

注調整システムの構築」は他社へ譲渡したとのことである。一方、「県民生活全般に亘る情報化の推進」は、岡山情

報ハイウェイ基幹回線が整備されたことにより、ある程度達成できたものと考える。  

また、県の入札案件では他の民間事業体と競合しつつも、契約を獲得し黒字基調となっていることから、営利団

体として自立しているとも評価できる。県 OB である社長については、県に対して社長就任後 2 年間は県向けの営

業活動を行わない旨の誓約書を提出しているとの説明を受けたが、この状況は、県が関与することでかえって営利

団体としての行動を制約されていると見受けられた。  

県が主導して同会社を設立した経緯はあるものの、現在の同会社の状況から考えると県が引き続き出資者として

関与し続けることが妥当であるか否かについて検討が必要である。 

 

 

２１． 岡山県信用保証協会（以下、「同協会」という。） 

（１）指摘内容 

①現金回収時に発行する領収証の管理 

求償権の回収業務に使用する手書き領収証について、領収証管理簿を作成し領収証の持出者が明確にされて

いる。しかしながら、領収証管理簿に記入する日付は持出日のみの記載で持帰り日の記載がなく、領収証が適切

に使用されたか確認する手続としては十分ではない。また、個々の領収証管理については、領収証綴りの束ごとの

管理番号を記載するにとどまっており、一目で確認できるよう個別の領収証の管理番号についても管理簿に記載

すべきである。  
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②固定資産の会計計上時期 

固定資産の取得に際し、会計システムや固定資産システムへの登録は、資産の検収時とすべきところ、固定資

産対価の支払時となっている。  

会計システムと固定資産システムに資産登録をする時期が支払時点の場合、代金を支払っていないが検収済で

ある資産が簿外となったり、固定資産の現物実査の際にも不整合が生じる。適時適切な資産の把握のために、検

収時点で固定資産システムへの登録を行う手続が必要である。                                   

    

（2）意見  

①条件緩和保証債務残高のリスク管理の徹底 

平成 21 年 12 月に時限立法で成立した中小企業金融円滑化法（以下、「円滑化法」という。）は、平成 25 年 3 月

末に最終延長期限を迎えることになるが、円滑化法の期限終了は、信用保証協会にとって大きな影響がでることが

懸念される。                     

実際に同協会の円滑化法の施行前の条件緩和債務の保証債務残高全体に占める割合は、施行前の平成 21

年 3 月期と比較して大幅に上昇し、平成 24 年度では 20％近い状況となっている。 

一方で、信用保証協会が適用する会計基準によれば、企業会計における債務保証損失引当金・貸倒引当金に

相当する勘定科目は、それぞれ責任準備金勘定・求償権償却準備金勘定であるが、いずれも残高に一定率を乗

じた額にすぎず財政状況の実態が適切に把握できるものではない。 

円滑化法によって条件緩和を受けた債権に対する保証債務は、円滑化法終了直後において代位弁済による損

失が発現するリスクの程度は、他の一般条件緩和債権に対する保証債務とは当然異なるはずであるが、同協会に

おいてこのような保証債務の区分管理ができていない。分離把握して債権リスク管理を十分に行うべきであるものと

考える。 

有担保保証債務についての担保価値の算定については、保証承諾時あるいは保証期間延長申請時に時価把

握をしているのみで、固定資産税評価額等による時価の定期的把握が行われていない。少なくとも年に 1 度は定

期的に担保価値の評価を行うことが必要であるものと考える 

 

 

２２． 公益財団法人岡山県産業振興財団（以下、「同財団」という。） 

（１）指摘内容 

①中長期経営計画の財務数値化 

現状では、中長期経営計画が策定されていない。同財団においても、維持存続、発展するためには行動に伴っ

た損益とキャッシュ・フローの状況の把握は必要である。今後は長期の行動計画を策定すると同時にそれを財務数

値に置き換えて、それらを両輪として事業運営に資する計画を策定する必要がある。 
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②アンケートの集計結果 

同財団では、アンケートを随時行っているが、その集計結果について特に情報公開していない。 

同財団は、県が一部出資している外郭団体であり、県からの委託等県支出金により事業を行っている以上、県

民からの要望等を取り入れたアンケートの集計結果について、ホームページ等を通じて県民に公表し、情報公開に

積極的に努める必要があるものと考える。 

 

③きらめきファンド事業費補助金の実績集計誤り 

同財団は、県が創設した「きらめき岡山創成ファンド」を管理しており、当該資金を運用することにより中小企業へ

助成を行っている。県は、同財団に対し、助成事業の事務費について一部補助金を拠出している。 

 事務費のうち人件費に対するものについては、従事した者の年間給与から算出した単価に、実際かかった作業

日数を乗じて算出し、報告しているが、実際作業時間と集計時間に差異が生じていた。事業ごとの作業時間を管

理する日誌については上長による承認印が必要であるが、承認とともに、作業内容の確認と集計について再実施

を行い、適切な実績報告をする必要がある。 

 

④業務システムと会計システムの債権残高の不整合 

  現在、会計システム上の債権残高と、債権管理システム上の債権残高に差異が生じており、会計監査において

もその旨が指摘されている。差異額は 5,670 千円であり、早急に原因の調査と修正をする必要がある。 

 

⑤附属明細書の誤り 

 平成 23 年度決算報告書の附属明細書において、引当金の明細の内容に誤りが生じていた。 

今後、正確な情報を開示する必要がある。 

 

（２）意見  

①委託業務にかかる実績報告の資料の作成 

委託業務において、年間の各費用項目の実績が委託前に同財団が作成した見積書における見積額と同額で

所管課へ報告されていた。これは、実際には支出が見積より多く発生しているものの、費用超額分を同財団負担と

し、所管課への報告は見積と一致させるように報告していたためであり、実績の過少報告である。実績報告は、実

際の支出発生額で記載した上で当初の見積額との差額を示し、委託料によりどの程度賄われたのか、及び同財団

がいくら負担することとなったかを明示すべきと考える。 

 

② テクノサポート岡山内ライブラリーの運営の見直し 

現在同財団は、テクノサポート岡山内にあるライブラリー（図書館）の管理について県から業務委託を受けている。

主な業務内容はライブラリー及び蔵書の管理、図書、ビデオ等の貸出し、図書管理システムの管理である。 

平成 23 年度のライブラリーは、１日の一般利用者数が 2.4 人と利用率は極めて低い。 

同財団は技術情報ライブラリー運営費として 4.5 百万円を計上しているが、そのほとんどを図書整備等消耗品に
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拠出している。そのなかでも新聞 9 紙、週刊誌の定期購読に約 1 百万円を支出しており、1 日あたりの一般利用者

を考えると有効な図書整備に活用しているとは言い難いものと考える。 

図書及びビデオの貸し出し業務についても、貸出対象を同財団の賛助会員またはインターネット利用研究会会

員としており、技術情報の提供を受けようとする者のニーズに十分に対応できていない。 

今後は、ライブラリーの利用状況の改善、図書整備、利用対象の見直しを含め、ライブラリーのあり方について再

検討する必要があるものと考える。 

 

③資産の運用規程 

同財団では財産の運用規程及び内規により、運用財産は安全性、確実性を勘案した方法で運用すると定めら

れており、預金の他、国債、公債、普通社債で運用できる状況にある。債券については格付機関の格付が１社以上

Ａ格以上のものを対象とするとされているが、運用開始後に当該格付が下落した場合についての運用方法及び方

針が定められていない。時価が大幅に下落した場合には今後の処理についての判断を必要とする。そのため、運

用開始後の方針と、時価の著しい下落が見られる場合の意思決定方法について新たに定めるよう検討されたい。 

 

④リース設備台帳の整備 

 同財団では、小規模企業に対し設備のリースを行っており、リース対象資産についてはリース設備台帳を作成し

ている。しかしながら当該台帳上でのリース原価の金額は「リース取引に関する会計基準」に則したものではない。

会計上のリース原価については別途電子ファイルを作成し管理している。本来台帳により一元管理すべき情報が

管理されておらず、誤謬に繋がる可能性もあり、台帳を正しい金額に修正し、管理すべきである。 

 

 

２３． 社団法人岡山県観光連盟（以下、「同法人」という。） 

（１）指摘内容 

①会員退会届受領前の期間における年会費の徴収 

同法人の主な収入財源の 1 つに、宿泊施設、運輸・旅行業、観光・文化施設関係などの民間事業者からの出資

口数に応じた受取年会費がある。      

退会した民間事業者に対する退会届が提出される前の期間における年会費について、当該民間事業者の支払

能力は十分にあると思われるにもかかわらず、平成 23 年度に回収不能額として処理されているものが散見された。 

退会届けを提出する前の期間にかかる年会費については、当然徴収すべきであったが、十分な回収努力がなさ

れたかどうか確認できなかった。今後は、十分な回収努力を実施し、回収不能額をできるだけ少なくすると共に、い

つ、誰に連絡をして、どの様な回答であった等の記録を残しておく必要がある。 

  

②現金管理 

現金管理について、経理記帳担当が、現金実査も行っていた。記帳と資金管理担当は内部牽制の観点から別
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の担当者とすべきである。 

また、現金有高表など現金実査記録が作成されておらず、上席者の確認もなされていない。今後は、これらの内

部牽制手続を構築すべきである。    

 

③領収証管理 

民間会員が年会費を現金で窓口納付する場合がある。この現金受領した際の領収証の管理について、経理記

帳担当者が市販の領収証に社団印を押印し領収証を作成しており、領収証には連番管理もなされていなかった。

この手続では、架空の領収証が発行されていないこと及び窓口納付された会費がすべて回収されているかどうかに

ついて十分に確認することはできない。よって、これらの内部牽制手続を構築すべきである。 

 

④賞与引当金の設定 

同法人では、6 月と 12 月に期末手当を支給している。6 月支給の期末手当の計算期間は 12 月から 5 月である

ことから、年度末においては、12 月から 3 月の 4 ヶ月分に相当する金額について、賞与引当金を計上すべきであ

る。 

 

⑤貸倒引当金の設定 

同法人では一部収益事業を実施している。主な収益事業は、インターネットのバナー広告等の広告掲載である。

平成 23 年度には未収金のうち１件が貸倒れしているが、今まで貸倒引当金は設定されていない。まずは債権区分

を設け、区分ごとの貸倒引当金計上の要否を判定する必要があるものと考える。今後は、債権区分及び貸倒引当

金計上ルールを策定し、ルールに基づいて適切に処理すべきである。 

 

⑥退職給付引当金の計上 

同法人では、期末の自己都合要支給額に基づいて退職給付引当金を設定している。しかし、平成 22 年度から

は、予算の都合上、期末自己都合要支給額の引当てができていなかった。今後は、期末自己都合要支給額を退

職給付引当金として設定する必要がある。 

 

（2）意見  

①収入財源の確保 

県や市町村からの負担金等が削減するなかで収入財源の確保を民間会員の出資口数を伸ばすことで賄うこと

の困難性がみられる。このような状況下であればこそ、同法人は公益法人制度の本来の姿である不特定多数の者

からの事業協賛金や寄付金等による収入確保を目指さなければならない。事業協賛金を受けた実績は、大手民間

事業者による１件にとどまり、今後不特定多数の者からの寄付や事業協賛金を伸ばすように PR 活動をより積極的

に行うべきものと考える。 
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②産業貿易振興協会との協力体制 

同法人は観光名所やご当地グルメの紹介等を実施しているが、土産物（物産）については、産業貿易振興協会

が紹介するものとして、積極的な紹介を実施していない。岡山県への県外からの誘客という目的に鑑みれば、旅行

客の情報収集の利便性を上げる努力をすべきであるものと考える。よって、今後は産業貿易振興協会との協力をさ

らに密にし、情報の集約化に注力していく必要があるものと考える。 

 

 

２４． 岡山県農林漁業担い手育成財団（以下、「同財団」という。） 

（１）指摘内容 

①固定資産実査 

同財団において、固定資産台帳上は記載されているが、現物が確認できていない資産が散見された。資産現物

に管理シール等を添付することによって現物管理し、定期的に固定資産の実査も行うべきである。 

 

②三徳園・体験学習農園における生産物の個数管理の必要性                  

三徳園では、販売可能な収穫物は園内やイベント即売会で販売している。また体験学習農園では農業体験用

に作物を育成しており、生産物は農協等への委託、青空市場等で販売している。 

同財団では、これらの作物の最終的な販売数については把握しているが、生産数、販売委託先への払出数や

破棄数が把握されておらず、数量管理が不十分である。 

まず、三徳園で、日々の生産数が把握されていない。園内販売において代金収受した職員が、日々実績を記録

し、現金と併せ事務局に申告しているのみである。生産数と販売数との差数が、在庫として残っているのか、廃棄さ

れたのか、顛末を確認することができない。 

また、体験学習農園でも、生産数が把握されていない。更に、販売委託の際に、生産物をいくつ委託先に引渡し

たかの払出数も記録されていない。このため、生産数と委託販売先への払出数との差数や、委託販売先への払出

数と委託販売先からの入金額や販売実績報告数との差数が、在庫として残っているのか廃棄されたのか、顛末を

確認することができない。 

このような管理体制では、仮に生産物や代金の横領が行われていても発見できず、生産物や販売代金の横領の

リスクを防止するための管理体制が十分ではない。作物の販売収入は自主財源として重要であり、作物作付計画

を立案するにも実績を把握することが肝要である。特に金額的に重要な生産物については数量管理を行うべきで

ある。 

 

③貸付金の回収 

平成 23 年度末で 13 件、12,327 千円が回収期限基準で滞納債権となっている。中には 8 年間滞納分（1,120 千

円）も存在する。実質的に回収可能性がないものについては損失処理するルールが必要である。債権回収要綱を

県と相談しながら作成しているとの説明を受けたが、債権回収要綱をもとに回収努力をし、実質的に回収不能な債
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権については、損失処理するための自主ルールの作成が必要となる。 

 

④貸倒引当金の設定 

滞納債権が多く、実質的に回収不能な債権を抱えているにも関わらず、貸倒引当金が設定されていない。平成

18 年に、貸倒引当資産を 585,823 円計上しているが、この時も貸倒引当金は計上されていない。 

まずは債権を分類し、債権の分類に応じて貸倒引当金を設定する必要がある。 

 

⑤有価証券運用規程等の策定 

平成 24 年 3 月 31 日現在で保有している有価証券のうち、仕組債 1 銘柄（取得価額 60,000 千円）に含み損失

が 41,892 千円発生している。確たる資金運用方針をもたず、当面の高金利を受け取ることが可能な仕組債を購入

したことは問題である。 

今後、このような投機性の高い金融商品を購入することがないよう、資金の運用形態を安全性の高い銘柄に限

定する旨を定めた有価証券運用規程等の明確な方針を策定すべきである。 

 

⑥矢野館の使用料 

三徳園内にある矢野館が同窓会で使用される場合、使用料が収受されていない。 

県からの指定管理業務である「岡山県青少年農林文化センター三徳園指定管理業務仕様書」の第 6 条 3 項に

おいては、「利用料金を減免しようとする場合は、知事の承認を受けて減免基準を定めること」とされているが、同窓

会が使用する場合に使用料を免除している点については、知事の承認を受けていない。減免するのであれば、承

認を受けるべきである。 

                                                  

（2）意見  

①同財団の自主財源確保 

同財団では、現状において収益のほとんどが県からの支出金で賄われており、同財団独自の自主財源はほとん

どない。県の行政改革において今後も相当の支出削減が予想されることを考えると、同財団がこのまま県の依存度

の高いまま事業運営していくことは困難なものと予測される。このため、同財団として維持存続、発展していくために

は自主財源の確保に早急に努めていく必要がある。体験学習農園は現在無料となっているが、県外からの来客者

からは入場料を徴収する等の方法も検討していく必要があるものと考える。 

 

②宿泊施設のアピール方法 

三徳園及び体験学習農園には宿泊施設があるが、利用を増加させる余地がある。現状農林業関係の団体に対

して誘致を実施したりしているが、広告宣伝の方法を工夫すれば宿泊客が増加する可能性があるものと考える。宿

泊代金は同財団にとって貴重な自主財源であり、増加するための方策を講じる必要があるものと考える。 
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③農地保有合理化事業における賃貸料 

農地保有合理化事業において、同財団は、小規模農地を集約して大規模化を図ることを目的として、農地の取

得・売却と転貸借を行っている。農地を取得・売却する場合は、売主・買主の双方から手数料を収受しているが、転

貸借の場合は、賃借料と賃貸料が同額である。 

賃貸借の場合であっても取得・売却の時と同様に同財団の事務費用をかけて農家に役務を提供しているので、

取得・売却との均衡上、及び同財団の自主財源を確保する観点から、借地料に一定の手数料を加算した額で賃

貸することを検討するのが望ましい。 

 

④建物等の修繕計画の策定 

体験学習農園には、農村の伝統や生活文化を保存展示するため、県内各地の代表的な民家を移築もしくは再

現しており、4棟のかやぶき屋根の建物が存在する。これらはいずれも移築・新築から既に約 30年が経過している。

いずれは老朽化に抜本的に対応する大規模修繕が必要になるものと思われるが、かやぶき屋根の葺き替え等の

大規模修繕に関する計画が策定されておらず、必要な資金の手当ても着手されていない。 

かやぶき屋根を葺き替える場合には多額の資金が必要になると推測されることから、それぞれの建物について実

施予定時期の年次計画、必要な費用の見積り及び必要資金の調達方法を網羅した修繕計画の立案を検討するの

が望ましい。 

 

 

２５． 財団法人中国四国酪農大学校（以下、「同法人」という。） 

 （１）指摘内容 

①岡山県の出捐比率の誤り 

設立当初からの出捐台帳や開示資料等を確認したところ不整合がみられ、岡山県の出捐比率が 85.2％である

のか 41.4%であるのか不明確になっている。当時の理事会議案書によれば、当該資産総額を現物出捐とし、そのう

ち基本財産が 6,351 千円、残余を運用財産と認識していると考える。 これを前提とすれば、県の出捐割合は、現物

出捐 51,607 千円に基づき 85.2％と推定される。資料間の不整合を解消すべきものと考える。  

 

②固定資産の計上区分誤り 

現在同法人では固定資産の勘定科目について建物、工作物、備品のみ計上されているが、固定資産台帳を通

査したところ、他の勘定科目で計上すべきものが検出された。 

固定資産の勘定科目を改め適切な原価計算を行うことで、経営管理に資するところから適切に処理されたい。 

 

（２）意見 

①受益と負担の関係からみた不均衡の是正  

出捐者である構成他県へ従事した卒業生は約半数を占めるが、出捐者である他県からの補助金支出が全くな
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いのは、受益と負担の関係からみて明らかに不均衡である。県及び同法人は他の構成県に対し、負担を積極的に

求めるべきではないかと考える。また、全国で類似した農業学校として日本農業実践学園（茨城県）、八ヶ岳中央農

業実践大学校（長野県）があるが、一部国からの補助金を受けているとのことである。国からの支援についても他の

構成県とともに積極的に働きかけるべきではないかと考える。 

 

②固定資産実査の実施 

同法人では固定資産を管理する手段として固定資産台帳を作成しているが、実査が行われていない。今後は、

固定資産の実査についてマニュアル等を作成し、それに従い実査を行っていく必要があるものと考える。 

また実査によって現物の老朽状況を確認することにより、修繕計画の策定にも役立つ。また、同時に遊休資産の

有無を確認し、資産の有効活用、除売却の必要性を検討する判断材料ともなることから積極的に取り組まれたい。 

    

③県有資産の管理 

同法人では、一部県有の固定資産を使用しているが、日常業務における担当者レベルでの点検等に留まり組織

的な資産管理がなされていない。本来、県有財産は県に管理責任があり、固定資産の現物確認、管理は県が行う

べきであるが、長期にわたり貸与されている同法人においても現状を報告する義務があるものと考える。すなわち、

県は一次責任を負い、同法人に管理、報告させる必要があり、またそれを検証すべきである。同法人は二次責任を

負い、使用者としての管理責任と報告を行う必要がある。 

そのために同法人は、県有財産についても管理規程を定め、台帳管理を行い、定期的な実査により資産の現状

を把握することが望ましい。 

    

④ 修繕計画の策定 

同法人では、旧県営時に保有していた固定資産について引き継いで使用しているが、耐用年数を超えて使用し

ているものもあり、今後現有資産の使用について中長期的な視点に立った修繕計画、投資計画が必要となる。 

両計画とも、同法人の維持存続のためには必要であり、また資金的手当てを見積もるためにも必要不可欠のもの

である。加えて、修繕計画を策定する中で会計上の引当金の要件が揃う状況が生じるならば、修繕引当金等の科

目により引当計上をする必要がある点に留意が必要である。 

 

 

２６． 株式会社岡山県食肉センター（以下、「同会社」という。） 

（１）指摘内容 

①投資有価証券の評価益の計上 

投資有価証券に区分される N 株式について平成 17 年度において 9,946 千円の評価益が計上されており、以降

当該評価益を含んだ金額を帳簿価額として引き継いでいる。売却等により実現していない利益の計上は会計上認

められておらず是正すべきである。 
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②保険積立金の過大計上 

同会社が受取人となっている従業員生命保険について、各月の保険料支払額が全額資産計上されていたが、

受取人が会社である従業員生命保険は、資産計上すべき額と費用処理すべき額に適正に分けて計上する必要が

ある。一部費用計上すべき額が資産計上されていたため、資産が過大計上となっており、是正すべきものと考え

る。 

 

③貸借対照表の表示  

取引先である(株)K 社は、平成 14 年度中に民事再生法適用を申し立て、以降民事再生計画どおり同会社の保

有する滞留債権は順次回収されている。しかしながら、(株)K 社に対する債権は回収までに 5 年超を要するが、流

動資産の売掛金として表示されたまま貸倒引当金も計上されていない。貸借対照表の表示上、破産更生等債権と

して表示し、同額貸倒引当金の計上が必要であるものと考える。 

                         

④長期滞留債権 

同会社には長期滞留している債権があり、貸倒引当金を 50％引き当てている。内容は以下の通りである。 

Ａ社：売掛金残高 7,641 千円、資金化未決済小切手 2,100 千円、不渡り小切手 1,200 千円 

Ａ社は平成 14 年度から支払いが遅延し始め、平成 17 年 6 月には取引を停止している。平成 18 年度まで交渉

を続けてきたが、現在は連絡手段がない状態である。また、民間の調査機関の報告では銀行取引が停止している

ことが確認されている。   

Ｂ社：売掛金残高 3,065 千円、受取手形 914 千円、特別会員出資金 100 千円 

同会社では平成 20 年 5 月 7 日に、Ｂ社の自己破産に関する資料を岡山地方裁判所より入手しており、平成 20

年 4 月 15 日付で破産確定していることを確認している。  

上記 2 社に対する債権については、実質的に回収不能の状態であり、債権の資産性が認められないことから、

損失処理すべきである。 

 

⑤退職給付引当金  

同会社には従業員が 51 名在籍しているが、退職給付引当金を計上していない。今後は毎期末に期末要支給額

に基づいて退職給付引当金を計上すべきである。 

 

⑥減価償却費の計上 

有形固定資産の減価償却は、取得価額の 5％まで償却した時点で償却を終了しているが、法人税法上、残存簿

価（9,310 千円）を 5 年で均等償却することが認められている。一般に公正妥当と認められる会計処理としても、残存

簿価を法人税法の規定に基づき 5 年で均等償却すべきと解されている。よって前年度までの 5 年間各年度で 1.8

百万円程度費用が過少になっている。 
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⑦取締役会の開催 

取締役会は 3 箇月に 1 回以上開催される必要がある。同会社では定期取締役会は会社法で定められている取

締役会の頻度及び回数を満たしていない。今後は適時の情報共有のためにも、3 箇月に1 回以上取締役会を開催

する必要がある。 

 

⑧各種規程 

経理規程・固定資産管理規程・職務分掌規程が定められていない。これらの規程は会社運営にあたり重要であ

ることから早急に制定すべきである。さらに、現在存在するその他の規程についても、定期的な見直しが実施されて

おらず、現状と整合しない規程も存在することから、全体的に規程の見直しを図るべきである。 

 

⑨現金実査 

1 階の金庫及び 2 階の金庫で現金を管理している。1 階の金庫と 2 階の金庫のそれぞれを別の担当者が毎日実

査しているものの、その結果は鉛筆で記入されており、書きかえることが可能な状態である。さらに、担当者の押印

がなく責任の所在が不明確であると共に、他の担当者による二重検証も実施されていない。今後は、実査の結果は

ボールペン等書き換え不能なもので記入し、担当者がわかるように押印をすると共に、定期的に他者（可能であれ

ば上席者が望ましい）による二重検証を実施すべきである。 

                                              

（２）意見  

①金融機関からの借入金に対する代表取締役個人からの債務保証受入 

同会社の金融機関借入金（平成 24 年 3 月末残高 118,760 千円）に対して、民間出身の同会社代表取締役個人

から債務保証を受け入れている（極度額 200 百万円）。 リーマンショック以降信用状態が悪化した同会社に対し、

県は補助金や負担金等の資金援助はせず、自立再建を促したことは評価できる。 

しかしながら、県をはじめ全農連など同会社への債務保証行為ができない団体で株主が構成されているとはい

え、同会社は地元畜産農家の保護と県産食肉の安定供給を行う目的で、目先の採算に囚われず食肉地方卸売市

場で食肉の買い手としても参加しているなど、公的な性格の強い団体である。 

同会社が陥った信用不安を民間出身の代表取締役社長の個人保証により補完させることは、県の姿勢として適

切とはいえないと考える。県として同会社の信用補完の方策を検討すべきものと考える。 

 

 

２７． 岡山県漁業信用基金協会（以下、「同協会」という。） 

（１）意見 

①団体としての存続意義 

同協会は、金融機関の中小漁業者等に対する貸付け等について、その債務を保証することにより、資金の融通

を円滑にし、中小漁業の振興を図ることを設立目的としているが、近年県の漁業人口は減少しており、当該事業を
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行うためだけに外郭団体を設ける必要性があるか疑問の余地がある。 

平成 23 年度の収益の内訳の主なものは、事業収入としての保証料収入 781 千円、財務収益としての有価証券

利息 6,905 千円、その他 334 千円である。自主財源としての事業収入である保証料収入も、平成 23 年度において

2 件しか新規保証の発生がなかったために低水準になっている。現状では、財務収益により同協会の運営が賄わ

れており、本業としての事業収入が陰に隠れている状況である。自主財源を確保するために事業収入を増やす必

要はあるものの、上記のような漁業市場の縮小や後継者不足による漁業人口の減少及び昨今の低金利時代や貸

付制度の多様化で、新規保証貸付ができていない。このことを考えれば、信用保証を行っていくためだけに同協会

が存続する必要性について疑義を持たざるを得ない。漁業の振興のために、保証業務の存続意義はあるとしても、

同協会が借入をしてまで事業を行うほどの規模や効果は得られていないと考える。 

設立当初の経済環境から大きく変化した現在においては、近隣他県にある同様の協会との統合も視野に入れる

など業務の効率化を図った上で事業運営を行うべきと考える。県としては、漁業信用基金中央会の広域合併の議

論を進めながらも、一方で県内の漁業振興を図る必要性があることから、独自に対応する必要がある。 

融資という観点から考えた場合、県内の他の信用保証している外郭団体との業務統合も一案として挙げられよう。

債務保証というサービスには違いなく、サービスを統合する方が保証に対するノウハウも蓄積されより充実した検証

体制が構築できるものと考える。 

 

②情報公開 

同協会は、その事業活動についての情報公開がなされていない。県の外郭団体であり、団体として存続する以

上、県民への説明責任があり、情報公開に努める必要がある。 

 

③中長期経営計画の策定 

中長期経営計画の計算書は作成されてはいるものの、行動計画等に基づかない計算書であるために計画が形

骸化しており、管理上意味をなさないものになっている。 

同協会を存続させていくためには、中長期ビジョンを立ててそれに基づく計画を策定し、実績との比較を行って

いくことにより事業運営を管理していく必要がある。 

 

④債務保証の審査 

債務保証の審査にあたっては、岡山県漁業信用基金協会業務方法書（以下、「方法書」という。）に定めるものの

ほか、岡山県漁業信用基金協会債務保証審査基準（以下、「審査基準」という。）により、その適否を定めるものとし

ている。また、その際には債務保証審査委員会規程の定めに従い、岡山県漁業信用基金協会債務保証審査委員

会（以下、「同委員会」という。）による合議体において調査審議しその結果を導いている。 

同委員会の議事録を査閲したところ、審査をした事実は伺うことはできるものの、具体的にどのように審査したの

か客観的に不明であった。方法書や審査基準に準拠して審査手続が実施されていることを客観的に把握するため

にも、審査手続のチェックリストを作成し保管しておくべきである。 
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２８． 財団法人岡山県水産振興協会（以下、「同協会」という。） 

（１）指摘内容 

①海難予防対策事業にかかる助成金給付申請書 

海難予防対策事業は、海難予防設備の購入にかかる費用の一部を助成する事業であり、岡山県下にある 20 の

漁業協同組合から毎年申請書が提出され、これに基づき助成金が交付される。 

2 漁業協同組合からの申請書について、申請書の様式間で不整合が見られた。助成金の交付は、実際の購入

実績に基づき実施されているため交付金額そのものに問題はないが、申請書類は、助成金交付決定をする上で重

要な書類となるため、各書類の整合性を確認し、交付決定を実施すべきである。 

 

②賞与引当金の計上 

職員給与規程によれば、賞与は夏季 6 月、冬季 12 月、そして年度末である 3 月に支給される。夏季賞与の計算

期間は 12 月 1 日から 5 月 31 日となっている。適切な期間損益を把握するため、年度末において夏季賞与支給見

込額の 4 カ月分（12 月から 3 月分）を賞与引当金として計上する必要がある。 

 

③家族（扶養）手当 

同協会の職員給与規程では家族手当について「家族手当は県に準ずる」と規定している。しかし、同協会の家

族手当と県の扶養手当を比較すると乖離が生じている。職員給与規程に「県に準ずる」と記載がある以上は、職員

給与規程の見直しを行い、乖離を解消すべきである。 

 

（２）意見  

①漁業操業安全対策事業にかかる助成金額 

漁業操業安全対策事業にかかる助成金について、決定の具体的な方針及びその金額について明文化されたも

のは存在しなかった。助成金額は同協会独自で決定できるものであるが、その決定にあたり恣意性の介入を防ぐた

めにも助成金額算出の具体的な方針及び金額算定基準を明文化するほうが望ましい。 

 

②中間育成事業応札にかかる決裁方法 

同協会は岡山県から尻海、大畠、寄島の 3 箇所の中間育成場における放流用種苗の中間育成、配布及び各中

間育成場並びに付帯施設の保守・管理業務を受託している。 

中間育成事業にかかる一般競争入札への参加に先立ち、同協会は入札参加の可否及びその金額について内

部決裁を取っている。しかし、決裁資料には入札予定金額総額についての情報が記載されているのみで、どのよう

な過程で当該入札予定金額が決定したかを示す積算資料の添付がなされていない。積算資料は入札の可否及び

入札予定額の妥当性について判断資料となるものであるため、積算資料を添付して決裁を行うべきである。 
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③中間育成事業にかかる餌料費支出 

中間育成事業で使用した餌代として、平成 24 年 3 月期に 4,259 千円の餌料費が計上されている。このうち、

2,449 千円に関しては未使用となっている。 

年度末において未使用の餌料在庫を把握するとともに、未使用物に関する取扱いを県と協議すべきである。 

 

④中長期経営計画の策定 

翌期の事業計画を作成しているのみで、中長期経営計画の策定は行ってない。同協会の主たる財源となるのは

基本財産運用益であるが、依然として金利水準が低調に推移し、同協会の運営は厳しい状況にあるといえる。この

ような状況下で中長期的な視野で同協会としての行動指針や行動計画を定めるのは、今後、同協会を継続的に運

営するために有用であるといえる。基本財産を有効に活用し、継続的に事業を実施していくためにも中長期経営計

画の策定を検討されたい。 

 

⑤県中間育成事業 

県は県栽培漁業基本計画に基づき種苗の中間育成事業を実施し、これを同協会に委託している。中間育成事

業にかかる費用のうち 2 分の 1 を沿岸市町村及び関連漁業団体が負担することになっているため、年間の行動計

画を岡山県栽培漁業推進協議会で示している。負担金を負担する市町村及び関連漁業団体の理解を得るために

は具体的な説明は必要であるが、結果として中間育成事業にかかる県年間予算規模がわかる状況となっている。 

岡山県栽培漁業推進協議会へは、中間育成事業入札の参加予定者の出席もあることから、現状について県とし

ての方策を考えるべきである。 

 

 

２９． 社団法人おかやまの森整備公社（以下、「同公社」という。） 

（１）指摘内容 

①委託検討過程の資料の整備                                                     

同公社では平成 17 年度より随意契約から競争入札に積極的に切り替える取組を実施し、平成 17 年度では全業

務委託契約のうち随意契約が 99.3％を占めていたものが平成 23 年度では全業務委託契約 251 件のうち随意契約

が 53 件 21.1％と競争入札による契約が進んでいる。   

しかしながら、随意契約の落札率は平均で 97.8％と、指名競争入札、一般競争入札と比べ、若干高い値となっ

ているため、更なる競争入札の実施により、経済合理性を追求することが望まれる。 

除伐・間伐作業、作業路の新設・整備にかかる業務委託について平成 23 年度において 16 件のプロポーザル形

式による随意契約が行われたが、内部で契約に係る提案についての検討委員会は設置され検討はなされているも

のの、委員会の会議録や評定表は残していない。プロポーザル形式の性質上、提案計画の有効性、経済性等の

検討段階において恣意性が介入する可能性があることから、契約の透明性を担保するためにも検討過程について

は明確に記録を残すべきである。 
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（２）意見 

①森林資産全体の回収能力情報の開示 

同公社の総資産 67,963 百万円のうち、森林資産勘定残高は 65,835 百万円（いずれも平成 24 年 3 月 31 日現

在）と大半を占める。森林資産の立木販売に適し主伐する時期は同公社では 50 年生とされているが、同公社保有

の森林資産は 45 年生以下のものが 92.9％を占める。すなわち、同公社が扱う森林資産の林齢はまだ低く立木販

売のピークを迎えるには、まだ 15 年ほどの歳月を要するのである。 

一方、素材価格は、昭和 55 年をピークとして長期低落傾向にあり、平成 22 年の価格を昭和 55 年と比較すると、

スギは約 30％、ヒノキは約 28％に減少している。 

同公社は、事業資金を借り入れ、約半世紀後に分収された収入をもって、その事業期間に投下されてきた実事

業費を回収するといった超長期間で１サイクルの事業構造となっている。 

このような事業構造であるから、県民の関心は、森林資産が立木販売に適した時期まで育成し、現在の素材価

格で販売したと仮定して得られる資金回収見込額は、これまでに要したコスト総額（森林資産勘定残高）と比較して

見合うものであるのか等にあるものと考える。         

しかしながら、林業公社会計基準に基づいて回収能力の開示が要求されているのは、標準伐期に達した森林資

産についてのみであり、大半を占める標準伐期未満の森林資産については特に要求されていないことから、開示

は行っていないが、全森林資産について伐期に達したものと仮定した試算結果を積極的に開示することが望ましい

と考える。 

 

②県借入金の償還可能性と適時な計画の修正 

同公社の森林整備事業は森林整備に係る国・県の補助金や間伐収入等を除く実事業費の全てを借入金に依存

し収入を得るまでの間が超長期にわたるといった特殊な収支構造である。こうした森林整備事業の特殊性が社会経

済情勢の変化の影響を強く受け、今日の公社経営の課題となっている。 

同公社は、平成 16 年の抜本的改革以降、県からの無利息短期借入金について一括返済と新規借入を繰り

返す、いわゆる一時借入金のころがしを行っている。毎年の返済は、主に県からの償還補助金（1,067 百

万円）で賄うとともに、平成 18 年度からは自力での年度内返済も継続して行っており、完全な自力返済が

可能となるまでは、毎年、県より償還補助金を受け続ける状態となっている。 

県借入金の償還可能性について、同公社が作成した借入金返済の計画によると、例えば将来の木材価格が平

成 21 年度時点と変わらないと仮定した場合、立木販売収入の分収後の収益 413 億円が見込まれ、県の償還補助

金を 292 億円受けた時期（県の償還補助金は毎年 1,067 百万円であるから平成 17 年度より 27 年後（平成 44 年

度に該当）に相当する）以降は自力返済することができるという見通しである。 

また、平成 21 年当初の木材価格水準が平成 24 年度には大幅に下落していること、平成 23 年度には森林

環境保全直接支援事業に係る補助金制度も導入され、同公社の経営環境に大幅な変更がみられたことから、

今回監査人からの要請により、特別に同公社が大まかな試算を行った償還財源の見通しによると、事業収入

は材価の下落により減少するものの、個々の契約地別の採算を判定するに際して伐採木の搬出に対する造林補

助金が増加したことで、採算上搬出が可能となる契約地が増加し減少幅は 112 億円にとどまる。また造林補助金に
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おいては、材価の下落以上に増加したことにより、収支は悪化しない試算結果となっている。このため、前提条件が

大きく変わらない限りにおいては、県借入金の償還については、可能であるものと考えられる。 

ただし、同公社は木材価格の急落により事業運営が厳しくなり、平成 23 年度からは森林環境保全直接支援事業

に係る補助金制度が導入され大きな経営環境の変化があったにも関わらず、平成 21 年度以降、長期経営計画を

見直してこなかった。重要な事象が生じた場合は随時見直し、新たな事象が発生した事象年度を初年度として長

期経営計画を修正すべきと考える。 

 

③不成績造林地の減損についての考え方と松枯れを含む土地の一部分筆解約又は除地処理 

(ⅰ)林業公社会計基準によれば、森林資産のうち、主伐時期に応じた一定の林齢に達した資産にあっては、立木

販売収入を基とした正味売却価額との検証を行い、減損損失の認識を行うこととされている。 

この「主伐時期に応じた一定の林齢に達した資産」とは、同公社が森林法に基づき定める森林経営計画などにお

いて、主伐時期が明確になった時点（同公社の場合は 50 年）を減損の認識を行うに適切な時期と捉えることとされて

いる。 

この点、同公社は例えばマツクイムシにより松枯れとなった不成績造林地を含む森林資産についても、未だ一定

の林齢や森林経営計画書における主伐時期に至っていないとして減損の検討をおこなっていない。しかしながら、

不成績造林地を含む森林資産については、そもそも当該土地部分ついては、将来の経済的便益が著しく下落して

いるのであるから、他の土地とは区分して管理し、遊休資産として減損の検討を行うべきである。 

 

（ⅱ）不成績造林地のうちマツクイムシにより松枯れとなった土地を多く含む森林資産については、共生している広

葉樹の自然林となってゆくため、同公社として森林管理業務の必要はなくなり、実際に特に業務は行っていない。 

このことは、公益的見地から同公社が管理を継続する必然性はなくなっていることを示している。 

主伐の土地を分筆し地上権の部分解除をするか、森林所有者との契約を一部改訂し特約除地として整理を積

極的に進めるべきである。 

 

④分収割合の見直し 

同公社では造成林について過去に分収割合（地権者との分収契約における公社への配分割合）の見直しが行

われたが、分収割合の変更があったものは市町村林及び新規契約所有者にすぎず、全体での分収割合は 61.1％

に留まっている。皆伐から非皆伐による将来の収益低下を補うためにさらなる分収割合の変更余地について検討

する必要がある。 

仮に分収割合が 70.0％に引き上げられた場合、中長期経営計画予算を基に平成 24 度から平成 26 年度までの

3 年間で 87 百万円の事業収入の増加が見込まれ、75.0％まで引き上げられた場合には 136 百万円の増加となる。 

市町村林については他の公社で分収割合を 90％まで引き上げた事例もあり、更なる変更余地があることから今

後も変更交渉を模索すべきであるものと考える。 
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⑤間伐材等の製材業者との直接提供契約による増収 

間伐材等の販売について、木材市場へ売却する方法と直接木材取扱業者へ販売する方法がある。直接業者へ

売却する方法では市場への売却手数料が不要となることから１㎥あたり 2,000 円程度の費用削減効果がみられる。 

平成 23 年度の直接売却は１件 802 ㎥ 売却面積換算で 8.2ha/759.46ha 全体面積全体の 1.1％に留まっている

が、今後、製材業者との直接提供契約を結び、ニーズに合わせた供給を積極的に推し進めることで費用削減が可

能となる可能性もあるため検討されたい。 

    

⑥森林資源の利用拡大 

ⅰ.バイオマスへの取組 

岡山県真庭市では、「バイオマスタウン構想」を公表し、バイオマスの利活用に関連する各種取組について推進

している。その構想のもとで伐採後に残る木材、廃材などを積極的に再利用し、エネルギー化を進めている。なか

でも平成 27 年 4 月から稼働予定であるバイオマス利用発電所では燃料用チップを年間約 15 万ｔ 規模で活用した

発電を計画している。真庭市における同公社の造林面積は 10.3％を占めており、県下全体では人工造林面積の

約 15％に相当する森林を造林地として管理している。これに鑑みると同公社では年間 10,000t 程度の林地残材、

間伐材チップの需要が生まれることとなり、新たに数千万円程度の収益（チップ換算）を見込むことができる可能性

もあるため、積極的に取り組むべきではないかと考える。 

 

ⅱ.オフセット・クレジットの利用 

平成 20 年 11 月より環境省の主導によりカーボン・オフセットに用いる国内の排出削減活動や森林整備によって

生じた排出削減・吸収量を認証する「オフセット・クレジット（J-VER）制度」が始まっており、森林資源の新たな活用

方法として注目されている。 

同公社は県下民有人工林面積の約 15％を占めており、カーボン・オフセット制度上においては将来収益の獲得

可能性がある資産を有しているといっても過言ではない。 

平成 24 年 9 月現在、全国では 100 件あまりのカーボン・オフセットの認定案件があり、森林整備を活動とした案

件も認定されていることから、同公社も積極的に取り組むべきではないかと考える。    

    

    

３０． 財団法人岡山県林業振興基金（以下、「同法人」という。） 

（1）指摘内容 

①貸借対照表上の基本財産の計上不足 

同法人の平成 23 年度の貸借対照表上の基本財産は 1,913,020,794 円であるが、受け入れた出捐金の合計は、

1,913,459,049 円であり差異が生じている。これは、基本財産について投資有価証券で運用していることから生じる

取得原価と時価評価額との差異によるものである。 

ここで、同法人の基本財産は寄附行為に定めるところにより、維持しなければならず、貸借対照表上も受け入れ
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た出捐額を維持する必要がある。 

したがって、受け入れた出捐額 1,913,459,049 円を維持するよう他の資産から充当しなければならなかったもので

あり、訂正する必要がある。    

    

（２）意見 

①助成事業の給付額の算定基準 

多能技術者養成事業については、「平成 23 年度助成事業の給付基準」において「その給付対象は研修に参加

した者を対象に、その研修日数に理事長が定める基準単価を乗じた額の 4 分の 1 以内とする」と定められている。 

しかしながら、当該基準単価は長期間見直しが図られておらず、現在採用している基準単価 12,300 円は平成 23

年度の県の公共工事設計労務単価 13,100 円と乖離している。 

助成金の給付額の算定には客観性、合理性が求められることから、適時直近の労務単価を基準として採用する

必要があるものと考える。    

    

②事業と寄附行為の見直し 

寄附行為に事業として７つの事業を掲げているが、「林業労働力に関する調査・研究事業及びその助成事業」及

び「高性能林業機械等の整備促進事業」については平成 21 年度以降事業実績はなく、平成 24 年度の事業計画

にも実施予定がなく、寄附行為の記載内容について変更の検討を要する。 

同法人では林業従事者の就労条件の整備、担い手の育成確保を目的とし、基金運用により事業を行っているが、

運用益の大幅な増加が見込めない現状においては、より目的に適う事業を実施する必要があり、当該実績の無く

なった事業だけでなく、現在実施されている事業についても内容を検討し、基金運営を適時見直すべきであるもの

と考える。 

 

③財政基盤の強化策  

同法人は、近年の低金利化に伴い基金の運用益が減少したため、事業規模が縮小しており、平成 18 年度に

857 百万円であった事業費が平成 23 年度では 601 百万円にまで減少している。  

かかる状況下で同法人は助成事業の安定的な運営を行うために、出捐金の増加のための活動を行っているが、

困難な状況が続いている。林業の担い手育成に係る事業について助成事業の維持のための財源確保を十分検討

すべきである。 

 

 

３１． 岡山県土地開発公社（以下、「同公社」という。） 

（１）意見 

①普通財産に転用して処分可能な用地の取扱い 

小金井用地に関しては、住宅街の中にある整備された土地であり、潜在的な買い手は十分存在する土地である
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ものと考えるが、平成 16 年に管財課が担当課となって以降売却等の措置は講じられていない。 

同公社が先行取得した土地である以上、県が土地の売却措置を実施するという意思決定を行わず、長期間に渡

り公社に保有させることは、期間相当分の支払利息が土地再取得価額に含まれることになり、結果的に、含み損失

を増加させてしまうことになり適切ではない。潜在的な買い手が存在すると思われる小金井用地は、土地の含み損

失を顕在化させることになったとしても、早期に売却等の措置を講ずるべきであるものと考える。 

 

②代替地の取得手続 

『土地開発公社の適切な経営』「公有地の拡大の推進に関する法律の施行について（土地開発公社関係）の改

正について」において、用地取得に際し地権者へ引き渡すための代替地の取得については、特にその必要性を十

分に検討し、代替地として活用されることが確実である範囲にとどめるとともに、既に保有する代替地の一層の活用

に努めるべきとされている。 

吉備高原都市開発に関連して 5 筆の代替地が未使用状態で残存している。これは代替地を必要とする地権者

及び希望する代替地の把握業務と、実際の代替地の取得業務が連携していなかったためである。 事業用地だけ

でなく、その代替地についても最終的には県が再取得することになるため、未使用状態で代替地が残存することは

県にとって二重の負担となってしまう。この点、現行では代替地の取得に際して、県と同公社と地権者の三者契約

を締結し、地権者と代替地を紐付けて把握することで未使用の代替地が残存することを防止しているとのことである

が、今後も同様の運用によって、未使用代替地が発生することのないようにすべきである。 

 

③土地開発公社の先行取得用地の買取り予定価額及び時期を明示した県との用地取得依頼契約の締結 

同公社と県との間で締結される契約書では、再取得の際の予定価額が明示されておらず再取得時における限

度額を定めているに過ぎない。 

また、買取予定時期についても第 10 条第 1 項のように用地取得費を支出した翌年度以降 4 箇年度内とされてい

るのみで明確でない。例えば道路整備関連の用地取得は、次年度の用地取得に向けて県の予算措置ができたも

のから順次同公社が先行取得しており、通常は次年度において県による再取得がなされている。県の再取得予定

時期を 4 年内とすることは、買取予定時期を明示させることで不明瞭な先行取得を防止させることを要請したものと

考えられる。買取予定時期をより明確にすることが望ましいものと考える。 

    

    

３２． 財団法人岡山県建設技術センター（以下、「同法人」という。） 

（１）指摘内容 

①建設工事発注用の価格積算資料についての情報セキュリティ管理 

同法人は、岡山県土木積算システムを使用して、建設工事発注用の積算資料(設計図書)の作成業務を県又は

県下の市町村より受託している。同法人は県の所管部署が直接予定価格の積算を行う場合以外の唯一の外部委

託先である。 
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工事発注用積算資料のデータは、市販の電子記録媒体（ＣＤ－Ｒ）に保存され、県と同法人の担当者間で授受

されるが、このデータは県が工事入札を行う際の予定価格の基礎資料となるものであり、明らかに重要な機密情報

である。 

しかしながら、これらの重要な機密データの取扱いに関して、同法人では情報漏洩に対するセキュリティ関連の

内部統制が構築されておらず、直ちに是正が必要である。 

  

②貸倒引当金の設定 

滞留債権の管理はできているものの債権の損失処理や貸倒引当金設定に関するルールが存在しない。今後は、

ルール策定を検討すべきである。 

 

③現金実査 

小口現金について、実物を調査し帳簿との一致を担当者が確認しているとのことであるが、証跡はなく実施して

いるかどうかの検証ができない。また、上長による検証も行われていない。今後は実査をした担当者の押印等を実

施し、さらに一定期間ごとに上長による再検証を実施するといった内部統制を構築すべきである。 

 

（２）意見  

①修繕の業者選定手続 

同法人は、県営住宅の指定管理者として、県営住宅の入退去、修繕及び家賃収納業務を行っている。 

修繕業務に関する業者選定について、100 万円以下の工事について随意契約によっているが、いわゆる相見積

り等は行われていない。同法人には、地方自治法は適用されないが、民間の事業者とは異なり、県の公共事業の

一部を担う県の外郭団体である以上、同法を準用すべきと考える。 

 

 

３３． 財団法人吉井川水源地域対策基金（以下、「同法人」という。） 

（1）意見 

①財団法人形態から県の直営事業への変更 

同法人は、以前はダム建設により住民の移転先選定等資金貸付事業（昭和 53 年度～平成 14 年度）や生活再

建対策費等交付事業（昭和 61 年度～平成 13 年度）を行っていた。県が直接住民個人に融資等を行うことは適切

ではないため、財団法人形態で事業を行う意義はあったが、これらの事業は既に終了している。 

同法人が現在行っている事業は、事務作業に過ぎないが、財団法人という形式を現在も継続しているため、同

法人として受け入れた基本財産（平成 23 年度末残高 105,993 千円）は預金や有価証券として運用されている。 

交付事務を行うのみとなった財団がこのような資金を継続して保有していることは、資金が有効活用されているこ

とにはならないものと考える。また、同法人の理事は県の副知事と市長・町長で構成されており、理事会の実質的な

運営についての実行性が担保されているのか疑念が残る。 
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理事会決議により、同法人を解散し県が直営で事業を継続する方が、より望ましいのではないかと考える。 

他県の事例として、財団法人沖縄県水源基金は、昭和 54 年に多目的ダム等の建設を行う地域におい水源地域

の振興対策を講ずる市町村に対して助成等を行うことを目的として設立されているが、平成 24 年度に実施事業の

ほとんどが終了することから、平成 25 年度において解散の予定となっている。 

    

    

３４． 財団法人岡山県牛窓海洋スポーツ振興会（以下、「同法人」という。） 

（1）指摘内容 

①施設利用料金の滞納管理 

施設利用料金のうち、滞納している未収入分が平成 24 年 9 月度において 11 件 3,832 千円あるが、その全額に

ついて未収計上されておらず、帳簿外での管理となっているうえ、交渉記録等の記録が残されていなかった。発生

時に未収計上するとともに、滞納先毎の債権管理台帳を作成し、交渉記録等を記録・保管することが必要である。 

 

②収入の計上基準 

収入全般について、現金主義にて計上しており、発生主義による収益計上を行う必要がある。 

 

③予算書における基本財産運用収入 

平成 23 年度における平成 24 年度予算書において基本財産運用収入の予算額が 380 千円と決められていたが、

平成 23 年度実績は 221 千円であり、予算が過大に見積もられていた。 

これは基本財産に大きな変動はないにもかかわらず、かかる収入につき過去の数値を見直すことをしなかったこ

とによるものである。予算を策定するに際して、実態に合わせた合理的な数値を予算として計上する必要がある。 

 

④賞与支給 

賞与支給に関する規程がない。しかし、現状賞与について 6 月と 12 月に支給しており、かつ、会計処理上現金

主義で計上している。規程を早急に定めて、それに従い計算を行い、承認手続を経て賞与が支給される一連の業

務手順を確立する必要がある。また、会計処理上、支給対象期間による期間帰属の状況に応じて引当計上が必要

になるものと考える。 

 

⑤退職給付引当金 

現状同法人は県の規程に準じて退職給付引当金を計上しているが、平成 23 年度末時点において計上されてい

る退職給付引当金 4,676 千円について、その計算根拠となる資料が不明なため残高の妥当性について十分な検

討ができなかった。 

同法人もこの点について認識しており、独自の退職金に関する規程を作成し、役員会において承認を得て平成

24 年度より運用するものとしている。今後は、この規程に従い計算された方法により引当金を計上していく必要があ
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る。 

 

⑥アンケートの集計結果 

同法人はアンケートを随時行っているが、その集計結果について特に情報公開していない。 

同法人は、県有施設であるヨットハーバーの施設管理の指定管理者であり、県が一部出資している外郭団体で

ある以上、県民からの要望等を取り入れたアンケートの集計結果についてインターネット上のホームページ等を通じ

て広く県民に公表し情報公開に積極的に努める必要があるものと考える。 

 

（２）意見  

①利用料金 

ヨットハーバーの利用料金について、県内の利用者と県外の利用者に対して利用料金に差を設けるべきではな

いかと考える。 

同法人が管理しているヨットハーバーは、その施設の維持管理に県費も使われていることから、県民に優先的に

利用が促される必要があるものと考える。またそのための料金設定は、第一義的には県にその設定責任があると言

えるが、特に差を設けるべきか否かの検討をした形跡がなかった。また、同法人は指定管理者として県が条例で定

める基準額から一定の範囲内で県の承認を得て料金を独自に設定できることとなっているが、同法人においても特

に料金設定に差を設けてはいなかった。 

このことから、仮に現状のまま利用料金に差を設けないまま運営していくのであれば、県民に対してその説明を

十分に行う責任があるものと考えられ、県との協議を行い、利用料金のあるべき方向性並びに当該施設のあり方に

ついて十分に議論を行っていく必要があるものと考える。 

 

②長期修繕計画 

長期修繕計画が平成 23年度まで策定されていなかった。同法人の事務局のある施設内の建物は、機能性よりも

デザイン性を重要視した建物であり、さまざまな面で修繕の必要性が予想される。 

同法人もこの点につき問題意識を持っており、平成 24 年 12 月までに修繕の必要性について優先順位を付け、

修繕計画を立てて県に報告し要請する予定とのことである。 

また、一度きりの要請ではなく、修繕計画の随時見直しも含め定期的に報告していく必要があるものと考える。 

 

③利用者数の分析 

利用者数の前年度比較等について分析が十分に行われていない。 

県所有施設の有効利用の観点から利用者数分析は欠かせない分析であり、比較表を作成する等客観的に分か

りやすい資料を作成し、定期的にその資料を用いた検討の場を設けていく必要があるものと思われる。 

また、そのような分析についても、できる限り積極的に情報公開を行っていく必要があるものと考える。 
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④施設の有効利用 

平成 24 年度から、施設利用者等からの要望を受け、指定管理業務として同法人がカフェをオープンさせている

が、利用率が低いままで推移している。 

可能な限り施設の有効利用のための策を講じる必要があるものと考える。 

  

⑤指定管理者としての管理運営状況の報告 

同法人の保存している指定管理者としての管理運営状況の報告について、県からの点検結果が記された資料

がなかった。 

現状、同法人が自己採点して記載したものを県の担当部局に報告し、県においては担当部局において判断した

点検結果を、県議会議員による常任委員会にて報告するとともに県ホームページにおいて公表しているが、同法

人には県が判断した点検結果が書かれた資料の提示がないままとなっている。 

誤解のない意思疎通、共通認識を図るためには、同法人が県から指定管理者としてどのような判断をされたかに

ついて報告を受ける方が望ましいものと考える。 

今後は、県が点検結果を何らかの形で同法人に対しても通知するルール作りが必要ではないかと考える。 

 

 

３５． 財団法人倉敷スポーツ公園（以下、「同法人」という。） 

(１)指摘内容 

①委託契約の事務 

同法人の規程において、500 千円以上の委託契約を締結する際には、起案伺いのほか、原則複数者による見

積合わせ又は入札を行うこととされている。 

「倉敷スポーツ公園芝管理・除草作業委託」（委託金額 11,025 千円）の見積り徴収先は 1 団体であった。また、

「倉敷スポーツ公園植物管理委託」（委託金額 11,476 千円）については、単独随意契約となっていた。 

 県内の他の公園の芝管理・除草業務では、複数の業者のよる見積合わせ又は入札が行われており、今後は透明

性・公平性を確保した発注方法を検討すべきである。 

    

②退職手当支給規程の改定 

同法人は、職員の退職金制度として中小企業退職金共済事業団と退職金共済契約を締結している。退職手当

支給規程において、基本給月額に応じた掛金月額を定めている。掛金の額を増額した場合においても、退職手当

支給規程の改定はなされないままとなっており、実際の拠出掛金と規程との不整合がみられた。規程の改定を適時

に行うべきである。 

 

③賞与引当金 

同法人は、職員に対し年 2 回期末手当として賞与を支給している。夏季賞与は 12 月から 5 月までの 6 ヶ月を計
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算期間、基準日を 6 月 1 日とし 6 月 30 日に支給、冬季賞与は 6 月から 11 月までの 6 ヶ月を計算期間、基準日を

12 月 1 日とし 12 月 10 日に支給しており、支給時に全額費用認識している。公益法人会計基準に則り、期末には

夏季賞与のうち 12 月から 3 月分を賞与引当金として計上すべきである。 

 

（2）意見  

①会計間の経費区分 

同法人の会計は、一般会計と受託事業特別会計に区分されているが、会計間の経費区分はより精緻に行うこと

が望ましい。一般会計の収益となるスポーツ教室に従事する職員の給与が全て受託事業特別会計に区分される一

方、県からの受託事業にも従事する常勤理事の報酬が全て一般会計に区分されるなど、精緻さに欠ける面があり、 

今後は区分計算のさらなる精緻化を図ることが望まれる。 

 

 

３６． 財団法人児島湖浄化センター周辺対策基金（以下、「同法人」という。） 

（１）指摘内容 

①規程集 

同法人の諸規程集は、同法人設立時点である昭和57年に策定され、それ以降適時更新手続が実施されていな

い。諸規程類は同法人の事務事業の根幹を支えるものであるため、適時に見直し更新を図る必要がある。 

 

（２）意見 

①投資の状況及び資産運用規程 

同法人の基本財産のうち 100,000 千円が金利変動リスク、流動性リスクの高い仕組債で運用されている。平成 24

年 3 月末における参考時価情報によれば、100,000 千円の投資有価証券に 19,212 千円の含み損が生じており、こ

の金額だけ基本財産が逸失していることになる。 

現状において、財産運用に関する規程が存在せず、仕組債のようにリスクの高い資産への運用が防止される体

制が万全とはいえない。基金の基本財産を保全するためにも、財産運用に関する規程を設け、これに基づき、安全

性の高い運用を行う必要があるものと考える。 

 

②基金のあり方 

同法人が実施する補助金交付事業は、基本財産 344,981 千円の規模に比して、現在実施している事業規模は

小さく、独立の基金としての存続意義が薄れていると言わざるを得ない。 

県としては、児島湖浄化センター周辺環境への配慮を図りながらも、基金の在り方について見直す必要があるも

のと考える。例えば、児島湖浄化センターに関係する他の外郭団体との統合や、当該事業自体を県独自の事業と

して運営することなども視野にいれ、基金の在り方について検討する必要があるものと考える。 
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３７． 財団法人岡山県下水道公社（以下、「同法人」という。） 

（１）指摘内容  

①業務委託費の精算 

同法人は、県より児島湖流域下水道の維持管理業務を受託している。業務委託料は収支相償となるように決定

されている。すなわち、業務委託契約において委託料の精算条項が付されており、適正に会計処理した年度決算

に基づく委託業務の実施に要した費用が、委託料に満たない場合は、県に返還することとされている。 

しかしながら、下水処理に要する薬品のうち年度末において未使用となった在庫残高相当額（平成 24 年 3 月期

は 6,895 千円）について、購入時に費用処理され、委託料の精算返還額に含まれていなかった。翌年においては

費用計上額が当該残高相当額だけ過小となるため、翌年度返還されていることになるが、薬品未使用相当額だけ

1 年精算が遅れていたことになる。以降適正な処理を徹底すべきである。 

 

 

３８． 公益財団法人岡山県暴力追放運動推進センター（以下、「同法人」という。） 

（１）指摘内容 

①賞与支給 

賞与について 6 月と 12 月に支給しているが、会計処理上、現金主義で計上している。 

公益法人会計基準に則り、支給対象期間により期間帰属の状況に応じて賞与引当金の計上が必要である。 

 

②アンケートの集計結果 

アンケートを随時行っているが、その集計結果について特に情報公開していない。 

同法人は、県が一部出資している外郭団体である以上、県民からの要望等を取り入れたアンケートの集計結果

についてインターネット上のホームページ等を通じて広く県民に公表し、情報公開に積極的に努める必要があるも

のと考える。 

 

（２）意見  

①中長期経営計画の策定 

同法人において、現状では中長期にかかる計画が策定されていない。 

公益事業に取り組んでいるとはいえ、同法人を維持存続するためには行動に伴った損益とキャッシュ・フローの

状況の把握は必要である。今後は中長期の行動計画を策定すると同時に、それを財務数値に置き換えてそれらを

両輪として事業運営に資する計画を策定する必要があるものと考える。 

 

②基本財産で運用している有価証券 

基本財産を有価証券で運用しているもののうち、満期保有目的で運用している有価証券が為替変動リスク等を
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有する仕組債により運用されていた。 

満期保有目的で、満期時には元本を保証されている債券ではあるが、500,000 千円の投資有価証券に 178,515

千円の含み損が生じているのが実態であり、この金額だけ基本財産が毀損している。 

同法人の保有している公社債の一つは、民間の格付機関において投機的格付けとされている。これは、定款及

び資金運用規程による確実な有価証券または可能な限り高い運用益が得られる方法で運用するとしている趣旨に

抵触しているものと考える。 

今後は、定款及び資金運用規程の趣旨を踏まえて、資産運用に関して為替相場の変動による金利変動リスク等

が高い資産ではなく、より安全性の高い資産での運用を実施すべきものと考える。 

 

③小口現金の管理 

小口現金について、定期的に現金残高の実査はされているが、その実査の実施方法について明確なマニュア

ルは作成していない。今後は、現金管理についてのマニュアルを作成し、日々実査を行い残高の確認を行っていく

ように取り組んでいく必要があるものと考える。 

 

④有形固定資産の現物管理 

同法人が保有する車両や備品に対する有形固定資産の実査が実施されていない。有形固定資産については、

残高の実在性を担保する観点から、マニュアル等を作成し、定期的に実査する必要がある。 

 

⑤人件費の各事業への配賦基準 

各事業への人件費の配賦について、担当者より日々の事業の状況等から適当と思われる配賦割合を用いて配

賦計算を行っているとのことである。しかし、客観的に検証可能なルールに基づくものではないため、配賦が妥当で

あるのか明確に判断ができない状況にある。 

採用する配賦基準につき事前に理事長決裁等の承認手続を経て、事後段階においては毎年その指標の妥当

性について検討することで、一定の合理性を確保する必要があるものと考える。 

以 上 
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（別紙１） 監査の対象とした外郭団体とその所管部署 

    

（１） 社団法人岡山県総合協力事業団 総務部 

（２） 学校法人吉備高原学園 総務部 

（３） 井原鉄道株式会社 県民生活部 

（４） 株式会社吉備高原都市サービス 県民生活部 

（５） 岡山空港ターミナル株式会社 県民生活部 

（６） 一般財団法人岡山県国際交流協会 県民生活部 

（７） 公益財団法人岡山県環境保全事業団 環境文化部 

（８） 公益財団法人岡山県郷土文化財団 環境文化部 

（９） 財団法人岡山シンフォニーホール 環境文化部 

（１０） 公益財団法人岡山県体育協会 環境文化部 

（１１） 財団法人児島湖流域水質保全基金 環境文化部 

（１２） 財団法人岡山県福祉事業団 保健福祉部 

（１３） 財団法人岡山県健康づくり財団 保健福祉部 

（１４） 公益財団法人岡山県生活衛生営業指導センター 保健福祉部 

（１５） 財団法人岡山県動物愛護財団 保健福祉部 

（１６） 社会福祉法人健康の森学園 保健福祉部 

（１７） 水島港国際物流センター株式会社 産業労働部 

（１８） 岡山セラミックス技術振興財団 産業労働部 

（１９） 倉敷ファッションセンター株式会社 産業労働部 

（２０） 株式会社オービス 産業労働部 

（２１） 岡山県信用保証協会 産業労働部 

（２２） 公益財団法人岡山県産業振興財団 産業労働部 

（２３） 社団法人岡山県観光連盟 産業労働部 

（２４） 岡山県農林漁業担い手育成財団 農林水産部 

（２５） 財団法人中国四国酪農大学校 農林水産部 

（２６） 株式会社岡山県食肉センター 農林水産部 

（２７） 岡山県漁業信用基金協会 農林水産部 

（２８） 財団法人岡山県水産振興協会 農林水産部 

（２９） 社団法人おかやまの森整備公社 農林水産部 

（３０） 財団法人岡山県林業振興基金 農林水産部 

（３１） 岡山県土地開発公社 土木部 

（３２） 財団法人岡山県建設技術センター 土木部 

（３３） 財団法人吉井川水源地域対策基金 土木部 
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（３４） 財団法人岡山県牛窓海洋スポーツ振興会 土木部 

（３５） 財団法人倉敷スポーツ公園 土木部 

（３６） 財団法人児島湖浄化センター周辺対策基金 土木部 

（３７） 財団法人岡山県下水道公社 土木部 

（３８） 公益財団法人岡山県暴力追放運動推進センター 警察本部 

 


